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第３章　澄んだ水・大気に満ちた住みよい社会づくりの推進■

ウ　浮遊粒子状物質・微小粒子状物質
　浮遊粒子状物質は、大気中に比較的長時間滞留す
ること、気道や肺胞に沈着して呼吸器に影響を及ぼ
すことから、環境基準が定められています。
　県内の全測定局における浮遊粒子状物質の濃度
は、ほぼ横ばいで推移しています。
　微小粒子状物質は、粒径が 2.5 μ m 以下である
ため、浮遊粒子状物質よりも気道等に与える影響は
大きいと考えられています。

エ　一酸化炭素 *1

　一酸化炭素は、血液中のヘモグロビンと結合して
酸素を運搬する機能を阻害するなど人の健康に影
響を与えることから、環境基準が定められていま
す。
　県内の全測定局における一酸化炭素の濃度は、お

おむね横ばいに推移しています。 
オ　光化学オキシダント
　県内の全測定局における光化学オキシダントの
濃度はほぼ横ばいで推移しています。
　近年、注意報の発令には至っていませんが、今後
も注視していく必要があります。

カ　非メタン炭化水素 *2

　大気中の非メタン炭化水素濃度については、指
針値（午前 6 時から 9 時までの 3 時間平均値が 0.20
～ 0.31ppmC）が定められています。平成 22 年度
に指針値を超過した地点はありませんでした。
　県内の全測定局における非メタン炭化水素の濃
度は、おおむね横ばいに推移しています。

＊１	一酸化炭素：物の不完全燃焼により発生し、主に自動車が発生源となっていることから、交通量の多い道路沿いにおいて重点的に監視を行っています。
＊２	非メタン炭化水素：メタンを除く炭化水素は、光化学オキシダントの原因物質の一つと考えられており、自動車、塗装工場、有機溶剤使用工場やガソ

リンスタンドなど、種々の発生源から排出されています。 
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図 3-3-32　浮遊粒子状物質・微小粒子状物質
の年平均値の推移 　

図 3-3-33　一酸化炭素の年平均値の推移

図 3-3-35　非メタン炭化水素の年平均値の推移

図 3-3-34　光化学オキシダントの年平均値の推移
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表3-3-36　一般環境大気測定局環境基準達成状況

測定局名 設置
主体

二酸化窒素 浮遊粒子状物質
微小

粒子状
物質

光化学オキシダント 二酸化硫黄 一酸化炭素

18 19 20 21 22 18 19 20 21 22 22 18 19 20 21 22 18 19 20 21 22 18 19 20 21 22
福 井 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
センター 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
麻 生 津 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
順 化 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 宮 *4 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
石 盛 *2 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
河 合 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○
今 市 *4 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○

社 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
足 羽 *4 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○
石 橋 市 ○ ○ ○
敦 賀 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
和 久 野 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
気 比 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 浜 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
大 野 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
神 明 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
鯖 江 *5 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ●
鯖 江 東 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
御 幸 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
芦 原 *1 県 ○ ○ ●
金 津 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
中 川 組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
武 生 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
武生南*3 市 ○ ○ ○ ○
味真野大気 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
武 生 北 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
武 生 西 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
今 立 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
三 国 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
宿保育所 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
安島保育所 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
丸 岡 *5 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ●
春 江 *1 県 ○ ○ ●
坂 井 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
三 方 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ●
測  定  局  数 29 27 27 24 22 35 33 31 28 26 1 23 21 21 19 17 24 24 21 18 18 1 1 1 1 1
達 成 率（％） 100 100 100 100 100 100 97 100 100 100 0 0 0 0 0 0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

（注）○は環境基準達成、●は環境基準超過であることを示します。また、空欄は測定を行っていない項目です。
＊１平成19年3月31日廃止　＊２平成20年2月5日廃止　＊３平成20年3月31日廃止　＊４平成21年3月31日廃止
＊５平成22年3月31日廃止　＊６光化学オキシダントについては短期的評価、それ以外については長期的評価の結果です。

表3-3-37　自動車排出ガス測定局環境基準達成状況

測定局名 設置
主体

二酸化窒素 浮遊粒子状物質
微小 

粒子状
物質

光化学オキシダント 二酸化硫黄 一酸化炭素

18 19 20 21 22 18 19 20 21 22 22 18 19 20 21 22 18 19 20 21 22 18 19 20 21 22
自排福井 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自排月見 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○
自排敦賀 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自排丹南 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
測  定  局  数 4 4 4 4 4 3 3 3 4 4 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 4 4 4 4 4
達成率（％） 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 - 0 0 0 0 0 - - - - - 100 100 100 100 100

（注）○は環境基準達成、●は環境基準超過であることを示します。また、空欄は測定を行っていない項目です。
光化学オキシダントについては短期的評価、それ以外については長期的評価の結果です。
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②有害大気汚染物質の状況
　平成 22 年度は、優先取組物質 23 物質のうち、環
境基準が定められているベンゼン、トリクロロエチ
レン、テトラクロロエチレンおよびジクロロメタ
ンの 4 物質のほか、アクリロニトリル、塩化ビニル
モノマー、水銀及びその化合物、ニッケル化合物、
クロロホルム、1,2- ジクロロエタン、1,3- ブタジエン、

アセトアルデヒド、ホルムアルデヒドを加えた 13
物質について、一般環境、固定発生源 *1 周辺およ
び沿道を含む 5 地点で調査を行いました。
　その結果、ベンゼン、トリクロロエチレン、テト
ラクロロエチレンおよびジクロロメタンについて
は、すべての地点で環境基準を達成していました。

＊１	固定発生源：自動車などの移動する発生源と異なり、工場・事業場に設置されるボイラーや廃棄物焼却炉などのばい煙発生施設をいいます。
＊２	浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）は、粒径が 10μｍ以下の粒子状物質をいいます。
＊３	1 μｍ（マイクロメートル）は 1ｍ（メートル）の 100 万分の 1の長さです。 

　　　　微小粒子状物質（PM2.5）について
　浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） *2 のうち、粒径が 2.5 μｍ（マイクロメートル *3）以下の微小粒子状物質を
ＰＭ 2.5 といいます。粒径が小さいために、人の気道や肺の奥部に沈着し、喘息や気管支炎などの健康影
響を引き起こすといわれています。原因としては、自動車や工場等の人為発生源の寄与割合が大きいと
いわれていますが、その実態は未解明なところも多いのが現状です。
　平成 21 年 9 月 9 日、微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）の大気汚染に係る環境基準が設定されたため、本県
においても平成 21 年度から測定を開始し、平成 22 年度に福井局で測定を行った結果、環境基準を超過
しました。原因としては、環境基準を超過がみられた日には、黄砂の飛来が観測されているため、この
影響によるものと考えられます。

 平成 22 年度測定結果

物　　　　　質 平成 22 年度の結果 環　境　上　の　条　件

微小粒子状物質
（PM2.5）

年平均値　15.9 μ g/㎥
日平均値　46.1 μ g/㎥

１年平均値が 15 μ g/㎥以下であり、かつ、１日平均
値が 35 μ g/㎥以下であること。
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図 3-3-38　ベンゼンの年平均値の推移

図 3-3-39　テトラクロロエチレンの年平均値の推移

図 3-3-40　トリクロロエチレンの年平均値の推移

図 3-3-41　ジクロロメタンの年平均値の推移
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③移動測定車（みどり号）による測定　
　福井県では大気環境を監視するため、昭和 49 年
度に大気汚染監視テレメータシステムを導入し、現
在県内 17 か所の観測局で常時監視を行っています。
　この観測局がない地域の大気環境を測定するの
が、大気環境測定車「みどり号」です。初代「みど
り号」（昭和 46 年導入）、2 代目みどり号（平成３
年導入）の後を受けて、平成 22 年３月から３代目「み
どり号」が運用を開始しました。
　今回の更新に当たり、環境にやさしいハイブリッ
ド車とするとともに、従来の中型バスから小型のト
ラックへ車体の大幅な小型軽量化を図ったことに
より、通行する道路や測定を行う敷地の制約を受け
ずに、より広い地域での測定が可能になりました。
　測定機器は、硫黄酸化物計・浮遊粒子状物質計、
窒素酸化物計、オキシダント計、一酸化炭素計、炭
化水素計、風向風速計、温湿度計を搭載しており、
県内に設置されている測定局舎と同程度の測定が
可能です。
　平成 22 年度に行った結果は、表 3-3-42 のとおり
です。

表3-3-42　みどり号による測定結果（平成22年度）

測定地点 高浜町
宮崎

越前町
大王丸

福井市
稲津

勝山市
昭和町

あわら市
権世

測 定 月 6 ～ 7 7 ～ 8 9～ 10 10 ～ 11
H22.5～
H23.2

測 定 日 数 23 23 32 32 24

二酸化硫黄 〇 〇 〇 〇 〇

二酸化窒素 〇 〇 〇 〇 〇

一酸化炭素 〇 〇 〇 〇 〇

浮 遊 粒 子
状 物 質

〇 〇 〇 〇 〇

光 化 学
オキシダント

2 5 2 0 6

（注）○：環境基準達成　●：環境基準超過
　　　　 光化学オキシダントについては環境基準超過日数

＜車両概要＞

・	車両形式　トラック
	（新普通免許（AT車限定）対応）
・	全長 ×全幅 ×全高
	（6.28m×1.93m×3.26m）
・	ディーゼル ･ハイブリッド
・	乗車定員　３名
・	環境性能
　新長期排出ガス規制適合、低排出ガス重
量車認定、平成 27 年度燃費基準達成、
自動車NOX・PM法適合

移動測定車「みどり号」
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（１） 固定発生源対策
①法律に基づく規制
　大気汚染防止法では、工場・事業場から排出され
るばい煙や建築物の解体作業等から発生する粉じ
んについて規制しています。また、平成 18 年 4 月
から揮発性有機化合物（VOC）*1 の排出を規制し
ています。

②条例に基づく規制
ア　特定工場
　福井県公害防止条例では、通常の燃料使用量が
600kg ／時間以上（重油換算）の工場・事業場を特
定工場と定め、硫黄酸化物の総量規制を実施してい
ます。また、低硫黄分の燃料を使用するよう指導し
ています。
　特定工場以外の中小規模の工場・事業場に対して
も、低硫黄分の燃料を使用するよう指導し、硫黄酸
化物の排出抑制を図っています。

イ　ばい煙に係る特定施設
　廃棄物焼却炉や酸による反応施設など有害物質
を使用または排出する施設をばい煙に係る特定施
設として規定し、施設の設置者には届出義務を課し
ています。
　また、金属の精製または鋳造の用に供する溶解炉
についてはばいじん、廃棄物焼却炉についてはカド
ミウム等の有害物質 4 項目、その他の有害物質使用
施設についてはカドミウム等有害物質 5 項目のうち
関係する項目について規制基準を定め、大気汚染の
より一層の軽減を図ることとしています。

2　大気環境保全対策【環境政策課】 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

＊１	揮発性有機化合物（VOC）：大気中でガス状となる有機化合物の総称で、浮遊粒子状物質および光化学オキシダントの原因の一つと考えられており、塗
料、印刷インキ、接着剤、洗浄剤などに使用されています。

＊２	Ｋ値：大気汚染防止法に基づき、施設ごとに煙突の高さに応じた硫黄酸化物許容排出量を算出する際に使用する定数です。区域ごとに定められ、施設
が集合して設置されている区域ほど規制が厳しく、その値は小さくなります。

＊３	一般粉じん・特定粉じん：粉じんのうち、石綿（アスベスト）を特定粉じん、それ以外のものを一般粉じんと規定しています。
＊４	特定粉じん排出等作業：建築物の解体等の作業により、特定粉じんを発生し、または飛散させる作業をいいます。

表3-3-44　区域別Ｋ値

区　　　　域 Ｋ　値

福井市（旧清水町、旧美山町、旧越
廼村を除く）、あわら市、坂井市

7.0

敦 賀 市 8.0

丹 南 地 域
（ 旧 武 生 市、 鯖 江 市 の 区 域 ）

10.0

そ の 他 の 区 域 17.5

表3-3-45　燃料中の硫黄分についての指導基準

地　　域 特定工場 特定工場以外

福 井 市 街 地 1.3％以下 1.3％以下

旧福井市、坂井市、
あわら市、敦賀市、
旧武生市、鯖江市

1.3％以下 1.5％以下

そ の 他 の 地 域 1.5％以下 ―

表3-3-43　大気汚染防止法による規制の概要

区　分 項　  目 規　制　の　概　要

ばい煙

硫黄酸化物
ばい煙の排出口の高さや区域に
応じた排出基準（Ｋ値*2規制）
が定められています。

窒素酸化物

昭和48年の規制開始以降、排出
基準が段階的に強化されるとと
もに、規制対象施設としてディー
ゼル機関やガスタービン等が追
加されています。

ばいじん

昭和43年の規制開始以降、排出
基準が段階的に強化されるとと
もに､ 規制対象となる施設が追
加されています。

有害物質

カドミウム及びその化合物、塩
素、塩化水素、ふっ素・ふっ化
水素及びふっ化珪素、鉛及びそ
の化合物について、廃棄物焼却
炉や溶解炉などのばい煙発生施
設ごとに排出基準を定め、規制
を行っています。

粉じん

一般粉じん*3

一般粉じん発生施設については、
粉じん飛散防止のため、施設の
構造および使用、管理に関する
基準が設定されています。

特定粉じん*3

特定粉じん発生施設については、
敷地境界における規制基準が設
定されています。
また、特定粉じん排出等作業*4

の実施に係る届出と作業基準が
規定されています。

その他
揮発性有機化
合物（VOC）*1

揮発性有機化合物排出施設につ
いては、排出基準が定められて
います。
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ウ　炭化水素類に係る特定施設
　揮発性の高い石油類の貯蔵施設（タンク）、出荷
施設（タンクローリー積込施設）および給油施設

（ガソリンスタンドの地下タンク）を炭化水素類に
係る特定施設として規定し、これらの施設を設置す
る者に届出義務を課すとともに施設の構造・使用・
管理基準を定め、光化学スモッグの発生抑制および
地球温暖化対策の推進を図ることとしています。
エ　吹付けアスベスト使用建築物
　福井県アスベストによる健康被害の防止に関す
る条例では、吹付けアスベストを使用した建築物の
管理者等に対し、その適正管理の努力を義務付けて
おり、損傷・劣化等によるアスベストの飛散防止を
図ることとしています。

③工場等に対する監視・指導
　規制対象となる施設を設置している工場・事業場
のうち、大規模施設や公害苦情の発生施設を重点に
立入検査を実施し、施設の維持管理状況等の確認
と指導を行うとともに、排出ガス中のばい煙検査を
行っています。

　また、大気汚染防止法に基づく特定粉じん排出等
作業の届出があった建築物の解体等の作業実施の
際に立入検査を行い、作業基準の遵守状況を確認
し、排出されたアスベスト廃棄物の適正処理を指導

しています。さらに、作業現場周辺において、大気
中のアスベスト濃度を測定し、周辺への影響がない
ことを確認しています。

 （２） 移動発生源対策
①自動車排出ガス規制
　自動車は、窒素酸化物や浮遊粒子状物質等の発生
源として大きな割合を占めているため、大気汚染防
止法に基づき、その排出ガスについての規制が実施
されており、昭和 47 年以降、対象とする汚染物質や
車種の拡大など、排出規制の強化が図られています。

表3-3-46　平成22年度の立入検査等状況

種　別 立入検査 排ガス中の
ばい煙検査

検 査 数 240工場･事業場 17施設

結果概要 ―
排出基準の超過事業
施設は1施設

表3-3-48　近年の主な自動車排出ガス規制の経緯

告示・答申
年　月

主な規制内容 規制年

平成15年
3月

ディーゼル車、ガソリン・LPG車の
窒素酸化物、粒子状物質、非メタ
ン炭化水素等についての規制強化

17～ 19
年度

平成15年
6月

二輪車および特種自動車の排出ガ
ス低減対策についての中央環境審
議会答申（第六次）

―

平成15年
7月

軽油の超低硫黄化によるディーゼ
ル車の排出ガス低減対策および燃
料品質に係る許容限度の見直しに
ついての中央環境審議会答申（第
七次）

―

平成17年
4月

自動車排出ガスの量の許容限度の
見直し、ディーゼル自動車の「０９
年目標」についての中央環境審議
会答申（第八次）

―

平成20年
1月

ディーゼル特殊自動車の規制強化、
黒鉛規制の見直しについての中央
環境審議会答申（第九次）

―

表3-3-47  アスベスト排出等作業実施届出等の件数
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

届　出　区　分 届 出 数 立　　入
検 査 数

特定粉じん排出等作業実施届出
（大気汚染防止法）

117 123

　　　　福井県公害防止条例を改正しました
　福井県公害防止条例は、大気汚染防止法や水質汚濁防止法等の法律で規制対象とされていない工場等
について規制を行っています。
　今回、当条例に基づく特定施設等において汚水等を排出し、または発生させる者に対し、汚水等の測
定結果の記録に加え、その記録の保存を義務付けるととともに、これらの義務に違反して、記録をせず、
虚偽の記録をし、または記録を保存しなかった者に対する罰則を設けました。
　あわせて、工場等において汚水等を排出し、または発生させるものは、汚水等の排出または発生の規
制等に関する措置のほか、その事業活動に伴う汚水等の状況を把握するとともに、排出等を抑制するた
めに必要な措置を講ずるようにしなければならないこととしました。
　なお、この改正条例は、平成 24 年 4 月 1 日から施行されます。

コラム
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②アイドリングストップの推進
　自動車は、窒素酸化物による大気汚染や騒音に加
え、二酸化炭素の排出による地球温暖化の大きな要
因ともなっています。
　このため、県公害防止条例では、大気汚染や騒音、
地球温暖化を防止するため、不要不急の自動車の使
用や空ふかしなどを控えるといった、日常生活およ
び事業活動における自動車の合理的な使用について
の配慮を規定しています。
　また、事業所や県民の理解と協力を得ながら、ア
イドリングストップ運動を推進しています。

③スパイクタイヤ粉じん対策
　スパイクタイヤにより削られた道路粉じんの発生
を防止するため、平成 2 年から「スパイクタイヤ粉
じんの発生の防止に関する法律」が施行されていま
す。この法律では、地域を問わずスパイクタイヤを
使用しないよう求めており、特に、環境大臣が指定

した県内 6 市 3 町の区域（指定地域）では、舗装道
路の積雪や凍結の状態にない部分において、スパイ
クタイヤの使用が禁止されています。（緊急自動車、
除雪車両、身体障害者手帳を携帯している者が運転
している自動車は除かれます。）

　化石燃料等の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物や
窒素酸化物といった酸性物質が溶け込むことに
よって、pH が 5.6 以下となった雨を酸性雨といい、
現在、福井市および越前町の 2 地点で継続した監視
を行っています。
　現在のところ酸性雨による土壌・植生、陸水等へ
の影響は、明確には認められていませんが、国では、
全国の状況を把握するため、酸性雨対策調査を実施
しています。
　その結果、平成 21 年度における全国の pH の平
均値は 4.76 であり、福井県は全国と比べてやや低
い状況にあります（図 3-3-50）。
　また、平成 10 年度から、ヤシャゲンゴロウ *2 の
生息でも知られる夜叉ヶ池 *3（南越前町）において、
池水と酸性雨の関係などを調査しています。

3　酸性雨 *1 の監視【環境政策課】 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

＊１	酸性雨：雨は、もともと空気中の二酸化炭素を吸収するため弱い酸性です。通常、酸性の強さはｐＨ（ピーエッチ）で表し、ｐＨが低いほど酸性の度
合いが大きいことを示します。酸性雨とは、化石燃料等の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物や窒素酸化物といった酸性物質が溶け込むことによって、pH
が 5.6 以下となった雨のことをいいます。

	 酸性雨は、1960 年代から北米やヨーロッパで湖沼や森林等の生態系あるいは遺跡等の建造物などに大きな影響を及ぼすとして、問題化してきました。
＊２	ヤシャゲンゴロウ：夜叉ケ池にしか生息しない「固有の種」であることが確認されており、メススジゲンゴロウが夜叉ケ池に隔離されて長い間に独自

の進化を遂げたものといわれています。平成 8年には「国内希少動植物種」に指定されています。
＊３	夜叉ケ池：南条郡南越前町東南部の標高 1,099 ｍにあり、東西 75ｍ、南北 80ｍ、周囲は 230 ｍ、水深 7～ 8ｍで、広さ 0.042k㎡の小湖で、涸水が

ないことで古くから注目されてきました。

旧金津町の区域

旧坂井町・春江町・丸岡町の区域

旧宮崎村の区域

旧南条町・河野村の区域

鯖江市

越前町血ヶ平
4.6

福井市原目町
4.5

夜叉ヶ池
5.5

地点の下の数字
　福井市、越前町：雨の pHの平均値
　夜叉ケ池：池水の pHの平均値

図 3-3-49　スパイクタイヤ使用禁止指定地域

図 3-3-50　酸性雨監視地点と 22 年度の監視結果
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（１） 騒音・振動の現状
①騒音に関する苦情
　平成 22 年度は、73 件の騒音に関する苦情があり、
前年と比較すると 4 件（6％）増加しています。
　苦情件数を発生源別にみると、その多くが工場・
事業場や工事現場の作業音等に起因するものでし
た。

②自動車騒音
　自動車騒音については、道路に面する地域の環境
基準および要請限度 *1 が定められています。
　平成 22 年度は、県において 12 区間で自動車騒音
の面的評価 *2 を実施しました。幹線交通を担う道
路に面する住居等を対象に実施した面的評価の結
果は、表 3-3-52 のとおりです。

③振動に関する苦情
　県内の振動に関する苦情は、例年数件程度で推移
しています。
　平成 22 年度の苦情は 2 件で、それらは工事現場
の作業振動に起因するものでした。

（２） 騒音・振動対策
①法律による規制
　騒音については、環境基準および規制基準が、振
動については、規制基準が定められており、知事（福
井市・大野市・勝山市・鯖江市・あわら市・越前市・
坂井市・越前町・高浜町・おおい町・若狭町につい
ては市町長）が規制地域 *3 を指定することにより、
当該地域内における工場・事業場および建設作業に
規制基準が適用されます。

ア　規制地域の指定
　本県では、昭和 44 年から順次、規制地域の指定
を行っており、平成 23 年 3 月末現在、9 市 4 町に
ついて規制地域を指定しています。

4　騒音・振動【環境政策課】     ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

＊１	要請限度：自動車騒音によって道路周辺の生活環境が著しく損なわれている場合であって、かつ、超えた場合には県公安委員会に対し、道路交通法に
よる措置をとるよう要請することとなる基準です。道路交通振動についても定められています。

＊２	面的評価：道路に面する地域における環境基準達成状況の評価方法で、基準値を超える騒音に曝露される住居等の戸数やその割合を把握することによ
り評価するものです。

＊３	規制地域：住居が集合している地域、病院または学校の周辺の地域、その他の地域で住民の生活環境を保全する必要があるとして知事が指定する地域
です。

表3-3-52　平成22年度自動車騒音常時監視結果

評価路線・区間数

8路線12区間
（高速自動車道1路線 3区間

一般国道6路線 8区間、
県道1路線 1区間）

評 価 区 間 距 離 25.6 km

評価区間住居等戸数 851戸

環境基準
達成戸数

（達成率）

昼　　間 795戸（93.4%）

夜　　間 768戸（90.2%）

昼夜とも 767戸（90.1%）

（昼間は6 ～ 22時、夜間は22 ～翌日6時） 

0
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その他

サービス業

飲食店卸売
小売業

建設業

製造業

22 年度21201918
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17151723
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9

117 45
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78

2724

201820

件

鯖江市

図 3-3-51　騒音苦情の推移

図 3-3-53　騒音規制法および振動規制法に基づく規制地域



105

生

活

環

境

第３章　澄んだ水・大気に満ちた住みよい社会づくりの推進■

（１） 悪臭の現状【環境政策課】
　平成22年度は、111件の悪臭に関する苦情があり、
前年と比較すると 31 件（35％）増加しています。
　苦情件数を発生源別にみると、製造業に起因する
ものが多く、全体の 18％を占めています。

イ　工場・事業場の騒音・振動対策
　騒音規制法および振動規制法では、規制地域内に
おいて、工場・事業場に特定施設 *1 を設置しよう
とする者に対し、事前に当該市町村長に届け出るこ
とと、敷地境界における規制基準を遵守することを
義務付けています。
　また、市町村長は、特定工場等から発生する騒音・
振動が規制基準に適合しないことにより、周辺の生
活環境が損なわれると認めるときは、特定工場等の
設置者に対して、騒音・振動の防止方法の改善等を
勧告・命令することができるとされています。なお、
平成 22 年度は、これらの措置に至った事例はあり
ませんでした。
ウ　建設作業の騒音・振動対策
　騒音規制法および振動規制法では、規制地域内に
おいて、特定建設作業 *2 を伴う建設工事を実施し
ようとする者に対し、事前に当該市町村長に届け出
ることと、敷地境界における規制基準を遵守するこ
とを義務付けています。
　また、市町村長は、特定建設作業で発生する騒音・
振動が規制基準に適合しないことにより、周辺の生
活環境が損なわれると認めるときは、工事の施工者
に対して、騒音・振動の防止方法の改善等を勧告・
命令することができるとされています。なお、平
成 22 年度は、これらの措置に至った事例はありま
せんでした。

エ　自動車交通騒音対策
【環境政策課・道路建設課】
　自動車本体からの騒音の大きさについては、騒音
規制法において、自動車の車種ごとの許容限度が定
められています。
　また、「福井県道路環境対策連絡会議」を設置し、
国や県等の機関が協力して総合的な道路環境対策
を推進しています。

②条例による規制
　県公害防止条例では、特定工場において発生する
騒音（騒音規制法で規制されているものを除く。）、
飲食店・喫茶店営業（風俗営業法で規制されている
ものを除く。）、カラオケボックス営業、ボーリン
グ場営業および車両洗浄装置使用営業における深
夜（午後 11 時から翌日の午前 5 時まで）の騒音を
規制しています。
　また、午後 9 時から翌朝 8 時までの屋外における
拡声機放送についても、公共のためにする広報等の
行為を除き禁止しています。

5　悪臭   ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

＊１	特定施設：金属加工機械、織機等著しい騒音・振動を発生する施設をいいます。騒音については 11種類の施設、振動については 10種類の施設が定め
られています。

＊２	特定建設作業：くい打ち機等を使用する作業等著しい騒音・振動を発生する作業をいいます。騒音については 8種類の作業、振動については 4種類の
作業が定められています

表3-3-54　特定工場数、特定施設数および特定建設作業届出件数

特定工場数
（H23.3末）

特定施設数
（H23.3末）

特定建設作業届出
件数（H22年度中）

騒 音 2,101 35,808 80

振 動 1,146 21,827 56
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図 3-3-55　悪臭苦情の推移
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（２）悪臭対策
①法律による規制【環境政策課】
　悪臭防止法では、知事（福井市、大野市、勝山市、
鯖江市、あわら市、越前市、坂井市、越前町、高浜町、
おおい町、若狭町については市町長）が、住居の
集合している地域など、住民の生活環境を保全する
必要があると認める地域を指定し、当該地域内の
すべての工場・事業場に規制基準が適用されます。
本県では、昭和 49 年から順次規制地域の指定を行っ
ており、平成 23 年 3 月末現在、9 市 4 町について
規制地域を指定しています。

②条例による規制【環境政策課】
　県公害防止条例では、悪臭に係る特定施設を定
め、当該特定施設の設置に際し、施設の構造や使用
方法等を市町長に届け出ることを義務付けていま
す。また、悪臭防止法の規制地域以外の地域におい
ては、当該特定施設を有する事業場の敷地境界線に
おける規制基準を臭気指数 *118 と定めています。

③畜産業における指導【農林水産振興課】
　畜産に起因する悪臭の防止対策として、市町と連
携しながら、農林総合事務所や家畜保健衛生所等の
関係機関が、家畜ふん尿処理を適正に処理すること
により、悪臭の発生を抑制するよう畜産農家に対し
て指導しています。

＊１	臭気指数：人間の嗅覚で臭気を感知することができなくなるまで気体を希釈した場合に、次式で算定される値をいいます。
	 Y ＝ 10logX（Y：臭気指数、X：人間の嗅覚で臭気を感知することができなくなるまで気体を希釈したときの希釈倍数）
	 （例）臭いのする空気や水を、100 倍に希釈したときに臭いが感じられなくなった場合、その臭気指数は 20となります。
	 臭気指数＝ 10× log（100）＝ 10× 2 ＝ 20
＊２	化製場：獣畜の肉、皮、骨、臓器等を原料として皮革、油脂、にかわ、肥料、飼料その他の物を製造するために設けられた施設をいいます。 

表3-3-57　悪臭に係る特定施設届出状況
（平成23年3月末現在）

対 象 工 場 等 特 定 施 設

種　　類 工場数 種　　類 施設数

牛、豚または
鶏 の 飼 養 場

128
飼 養 施 設
飼 料 調 理 施 設
ふん尿処理施設

376

けいふんの乾
燥または焼却
を 行 う 工 場

5
乾 燥 施 設
焼 却 施 設

7

死 亡 獣 畜
取 扱 場

0
解 体 室
汚 物 処 理 施 設
焼 却 炉

0

化 製 場*2 1

原 料 処 理 施 設
煮 熟 施 設
圧 搾 施 設
汚 物 処 理 施 設
乾 燥 施 設

1

鯖江市

図 3-3-56　悪臭防止法に基づく規制地域
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＊１	毒性等量（TEQ）：ダイオキシン類は多くの異性体を持ち、それぞれ毒性が異なります。毒性等量とは、異性体の中で最も毒性の強い 2,3,7,8 ‐ TCDD
の毒性を 1とし、各異性体の毒性を毒性等価係数により換算した量のことです。

＊２	耐容一日摂取量（TDI）：人が生涯にわたって継続的に摂取したとしても健康に影響を及ぼすおそれがない 1日当たりの摂取量のことです。

　ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾ－パラ
－ジオキシン（PCDD）類、ポリ塩化ジベンゾフラ
ン（PCDF）類およびコプラナーポリ塩化ビフェニ
ル（コプラナー PCB）類の総称をいいます。
　ダイオキシン類は、物質によって毒性の強さがそ
れぞれ異なっているため、毒性が最も強い物質の毒
性を 1 として他の物質の毒性を換算した毒性等量

（TEQ）*1 を用いて評価します。

（１） 法律等による規制【環境政策課】
①ダイオキシン類対策特別措置法
　ダイオキシン類対策特別措置法では、耐容一日
摂取量 *2（TDI：4pg-TEQ/㎏ / 日）、大気・水質・
底質・土壌に係る環境基準、排出ガスや排出水の
規制基準および県による常時監視義務等が規定さ
れています。

②　国の排出削減計画
　国は、法に基づき平成 17 年 6 月に、「我が国にお
ける事業活動に伴い排出されるダイオキシン類の
量を削減するための計画」を変更し、新たな削減目
標として、平成 22 年のダイオキシン類の排出総量
を平成 15 年比で約 15％削減することとしました。
　平成 18 年からこの目標は達成されており、平成
22 年には平成 15 年比で約 59％削減されました。

（２） 県における取組み
　県では、大気、公共用水域の水質・底質、地下水
および土壌の常時監視をはじめ、発生源の監視指導
を行っています。
①常時監視結果【環境政策課】
　平成 22 年度の常時監視結果は、表 3-3-59 のとお
りであり、大気、公共用水域の水質、底質、地下水
および土壌について、すべての地点で環境基準を達
成していました。

１　ダイオキシン類    ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

図 3-3-58　ダイオキシン類対策特別措置法の体系

第３節　化学物質対策の推進
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ア　廃棄物焼却施設
　平成 14 年 12 月 1 日から廃棄物焼却施設のダイオ
キシン類の排出基準が強化され、既存施設の排出基
準についても 80ng/㎥Ｎから 1 ～ 10 ng/㎥Ｎとな
りました（表 3-3-60）。

（ｱ）　産業廃棄物焼却施設
　産業廃棄物焼却施設 32 施設について、施設への
立入検査や改善指導を行っています。
　産業廃棄物焼却施設の排ガス中のダイオキシン
類濃度は、平成 22 年度の行政検査および事業者に
よる自主検査において、規制基準を超えた施設は１
件でした。
　また、燃え殻およびばいじんの自主検査におい
て、処理基準を超過した施設はありませんでした。

 （ｲ）　市町ごみ焼却施設
　市町が設置するごみ焼却施設の排ガス中ダイオ
キシン類濃度は、平成 22 年度に行った実態調査の
結果、規制基準を超えた施設はありませんでした。
また、燃え殻およびばいじんの自主検査において、
3 施設が処理基準を超過していましたが、セメント
固化等により適正に処理されました。

（表 3-3-61）

イ　廃棄物焼却施設以外
発生源の監視として、施設への立入検査や改善指導
を行っています。
また、水質基準適用 2 事業場の排出水についてダイ
オキシン類濃度を検査しました。その結果、すべて
の事業場で規制基準を下回っていました。

表3-3-59　ダイオキシン類常時監視結果（平成22年度）

調　査　種　別 調査地点数 調査結果範囲 年平均値 環境基準 単　 位

大 気

一 般 地 域 4 0.030 ～ 0.055 0.040

0.6 pg-TEQ/㎥廃 棄 物 焼 却 施
設 周 辺 地 域

5 0.016 ～ 0.033 0.027

水 質

河 　 　 川 17 0063 ～ 0.56 0.16

1 pg-TEQ/ℓ湖 　 　 沼 1 0.38 0.38

海 　 　 域 2 0.068 ～ 0.075 0.072

底 質

河 　 　 川 17 0.22 ～ 17 2.9

150 pg-TEQ/ｇ湖 　 　 沼 1 40 40

海 　 　 域 2 5.6 ～ 9.7 7.7

地 下 水
廃 棄 物 最 終 処
分 場 周 辺 地 域

9 0.062 ～ 0.064 0.062 1 pg-TEQ/ℓ

土 壌
廃 棄 物 焼 却 施
設 周 辺 地 域

10 0.0015 ～ 6.4 2.2 1,000 pg-TEQ/ｇ

（注）pg（ピコグラム）：1ピコグラムは、1兆分の1グラム。

表3-3-60　ダイオキシン類排出濃度の規制基準

焼却炉の焼却能力 新設施設の基準 既　設　施　設　の　基　準
（平成12年1月14日以前に設置のもの）

4t/h以上 0.1ng/㎥Ｎ 1 ng/㎥Ｎ

2t/h ～ 4t/h 1   ng/㎥Ｎ 5 ng/㎥Ｎ

2t/h未満 5   ng/㎥Ｎ 10 ng/㎥Ｎ

（注）	nｇ（ナノグラム）：１ナノグラムは、10億分の1グラム。
	 ㎥ N：Nはノルマルと読む。0℃、１気圧の状態の気体の体積。
	 既設施設のうち、平成9年12月2日以降に設置の工事に着手した火格子面積2㎡以上または焼却能力200kg/h以上の焼却炉については、新設

施設の基準が適用される。
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③調査・研究の推進【環境政策課】
　衛生環境研究センターにおいて、ダイオキシン
類が比較的高濃度で検出される県内河川の汚染機
構の解明や排出抑制に関する調査研究を進めてい
ます。

＊１	食品安全ＧＡＰ：より安全で安心できる農産物を生産するために、農作業の管理ポイントを整理し、危害要因を最小限に抑えるための取組みを実践し、
記録すること。

（１） ゴルフ場
①ゴルフ場における農薬使用量
　県では、平成 2 年 4 月に「ゴルフ場における農薬
等の安全使用に関する指導要綱」を策定し、事業者
に対して農薬等使用計画の提出、環境監視および水
質測定を義務付けるとともに、魚毒性が強い農薬の
使用を禁止するなど、低毒性農薬を必要最小限で使
用するよう指導しています。
　要綱に基づき各ゴルフ場から提出された農薬使
用実績報告書を集計した結果、平成 22 年の農薬使

用量は、製剤量で 8.3㎏／ ha であり、調査を開始し
た平成元年に比べると半分以下に減少しています

（表 3-3-62）。

（２） 農地
　平成 18 年度から、県産農林水産物の生産工程に
ついて衛生的手法を取り入れた食品安全 GAP*1 を
推進するため、経済連や JA における安全管理体制
の導入、残留農薬検査、生産者への普及・啓発等に
取り組んでいます。
　また、本県では、三方五湖および北潟湖周辺地域
において、魚毒性の高い除草剤および農薬の使用を
制限しています。
　一方、農薬取扱業者の資質向上を図るため、農薬
安全使用講習会を開催するとともに、農薬管理指導
士認定制度に基づき管理指導士を育成しています。

2　農薬の安全使用と低減化の推進【農林水産振興課】 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

表3-3-61　ごみ焼却施設の排ガス中のダイオキシン類濃度（平成22年度実績）

設 置 主 体 施　設　名
能 力

（t/日）
炉　形　式

測 定
回 数

ダイオキシン類濃度
（nｇ-TEQ/㎥ N）

基　　準
（nｇ-TEQ/㎥ N）

福 井 市 クリーンセンター 345 全 連 続 炉 1
0.24、0.0026、
0.00057

1

福井坂井地区広域
市町村圏事務組合

清 掃 セ ン タ ー 222 全 連 続 炉 1 0.20、0.12、0.30 5

大野・勝山地区
広域行政事務組合

ビュークリーン
お く え つ

84 ガス化溶融炉 1 0、0.00020 5

南 越 清 掃 組 合
第1清掃センター 150 全 連 続 炉 1 1.2、0.96 5
第2清掃センター 30 機械バッチ炉 1 3.4 5

鯖 江 広 域
衛 生 施 設 組 合

鯖 江 ク リ ー ン
セ ン タ ー

120 准 連 続 炉 1 0.021、0.023 5

敦 賀 市 清 掃 セ ン タ ー 100 准 連 続 炉 1 0.95、1.5 5
美 浜・ 三 方
環 境 衛 生 組 合

エ コ ク ル 美 方 22 ガス化溶融炉 1 0 5

小 浜 市 クリーンセンター 56 准 連 続 炉 1 0.03、0.0034 5
高 浜 町 清 掃 セ ン タ ー 30 准 連 続 炉 1 0.00041、0.00053 10
お お い 町 エコターミナル 14 機械バッチ炉 1 0.54、0.00075 10

表3-3-62　県内ゴルフ場等の農薬使用量〈製剤量〉
（単位：㎏／ ha）

農薬の種類 殺菌剤 殺虫剤 除草剤 合　計

製
剤
量

元年 8.3 5.2 7.0 20.5

22年 2.0 1.9 3.6 8.3
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　ポリ塩化ビフェニル（PCB）は、熱に強い、絶縁
性が良い等の優れた性質を持つため工業的に合成
され、トランスやコンデンサの絶縁油等に利用され
ていましたが、人への有害性等が問題となり、昭和
47 年に製造や新たな使用が禁止されました。
　それ以降、約 40 年もの間、廃棄物となったもの

（PCB 廃棄物）の保管が続いています。
　国では、平成 13 年に「ポリ塩化ビフェニル廃棄
物の適正な処理の推進に関する特別措置法」を制定
し、国内のすべての PCB 廃棄物を平成 28 年 7 月ま
でに処分するため、広域的処理体制（全国５ブロッ

ク）を整備してきました。
　PCB 廃棄物を保管している事業者は、その処分
を行うまで適正に保管するとともに、毎年、保管・
処分の状況を県に届け出ることが必要です。
　県内の約 600 事業所で PCB 廃棄物が保管されて
おり、県では、当該事業所に立入検査を行い、保管
状況の確認および適正保管の指導を行っています。
　また、平成 18 年 5 月には、県内 PCB 廃棄物の
処理指針を策定し、現在、同指針に基づき、PCB
廃棄物の確実かつ適正な処理を計画的に進めてい
ます。

（１） 環境省化学物質環境実態調査【環境政策課】
　POPs 条約 *1 や化審法 *2 の対象物質、環境ホル
モン *3 の疑いがある物質等の化学物質について、
環境省では昭和 49 年度から環境調査、健康影響お

よびリスク評価等に取り組んでおり、本県におい
ても調査が行われています。
　平成 22 年度の県内の調査実施状況は、表 3-3-63
のとおりです。

3　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正保管 ･ 処理推進【循環社会推進課】    ━━━━━━━━━━━━━━━━

4　その他の化学物質対策  ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

＊１	POPs 条約：正式には「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」といい、残留性有機汚染物質（POPs）の製造・使用・輸出入の禁止や廃棄
などを定めています。POPｓとは、Persistent Organic Pollutants の略で、環境中で分解されにくく、生物に蓄積されやすく、かつ毒性が強いといった
性質をもった化学物質の総称のことです。

＊２	化審法：正式には「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」といい、新たな化学物質を製造・輸入する際に事業者に事前の届出を義務付けて、
市場に流通する前に国がその化学物質の環境残留性や安全性を審査する制度を定めています。この法律では、人または動植物に有害と判断されたもの
は特定化学物質に指定され、製造・輸入の許可申請・届出の義務、環境汚染防止のための措置、表示義務などが課されています。

＊３	環境ホルモン：正式には「外因性内分泌撹乱化学物質」といい、動物の体内に取り込まれた場合に、本来、その生体内で営まれている正常なホルモン
作用に影響を与える外因性の化学物質と定義されています。

表3-3-63　県内の化学物質環境実態調査の実施状況（平成22年度）

調査地点 調査対象物質 調査媒体

笙の川三島橋
（敦賀市三島町）

29物質（ＰＣＢ類、ヘキサクロロベンゼン、ＤＤＴ類6物質、クロルデン類5物質、ヘプタ
クロル類3物質、ヘキサクロロシクロヘキサン類4物質、ポリブロモジフェニルエーテル類、
ヘキサブロモビフェニル、クロルデコン、ペルフルオロオクタンスルホン酸（ＰＦＯＳ）、
ペルフルオロオクタン酸（ＰＦＯＡ）、ペンタクロロベンゼン、短鎖塩素化パラフィン、ト
リブチルスズ化合物、トリフェニルスズ化合物）

水質

底質

　　　　福井県内のPCB廃棄物はどこで処理されるの？
○	福井県内の PCB 廃棄物は、環境省が定めた PCB 廃棄物処理基本計画に基づき、平成 20 年 11 月から、

日本環境安全事業（株）（JESCO）北海道事業所（室蘭市）で処理されています。
○	現在は、10kg 以上の高圧トランス類、高圧コンデンサ類、PCB 油の処理が行われており、平成 25 年

度からは、PCB 汚染物等（小型電気機器、ウェス等）の処理が開始される予定です。
○	また、これらとは別に、近年、微量の PCB によって汚染された電気機器等の存在が明らかになっており、

これらが廃棄物になったものについては、環境大臣が認定した無害化処理施設等において処理するこ
とができます。

【参考】	 JESCO 北海道事業所
	 	 http://www.jesconet.co.jp/facility/hokkaido/index.html
	 環境省「廃棄物処理法に基づく無害化処理認定施設」
	 	 http://www.env.go.jp/recycle/poly/facilities.html

コラム
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（２） 県における環境調査・研究【環境政策課】
　県では、環境ホルモン等の化学物質の環境汚染
状況の情報提供、事業者の発生源対策の支援およ
び化学物質に係る意識の啓発を目的として、環境
ホルモン等の化学物質の研究施設を整備し、平成
15 年度から平成 16 年度にかけては過去の全国一斉
調査で検出されたアルキルフェノール類等につい
て、平成 17 年度から平成 19 年度かけては臭素系
難燃剤について、平成 20 年度からは、有機ふっ素
化合物について調査研究を進めています。

（３）学校におけるシックハウス *1 対策
①学校における環境衛生基準

【スポーツ保健課】
　「学校環境衛生基準 *2」により、シックハウス症
候群の原因となる化学物質のうち、ホルムアルデ
ヒド、トルエン、キシレン、パラジクロロベンゼン、
エチルベンゼン、スチレンの６物質について基準
が定められています。

②県立学校のシックハウスに対する対応
【学校教育振興課】
　新築および改修工事においては、化学物質の発
生が少ない建材や接着剤を選定するとともに、化
学物質測定の竣工検査を十分に行います。

③小中学校のシックハウスに対する対応
【スポーツ保健課】

•	 小中学校の設置者である市町教育委員会に対し
「学校環境衛生基準」に基づく定期検査の実施
をお願いしています。

•	 検査の結果、基準値を上回った場合には、換気
設備の設置等、改善のために必要な措置の実施
をお願いしています。

•	 教室等の換気を適切に行い、常に児童・生徒の
健康状態について十分注意するようお願いして
います。

•	 検査を実施していない市町教育委員会へは、速
やかに検査を実施し、その対策を講じるよう要
請します。

（１） ＰＲＴＲ *3 制度
　ＰＲＴＲ法の正式名称は、「特定化学物質の環境
への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す
る法律」で、名称のとおり、有害性のある化学物
質を取り扱う事業者が、環境への排出量などを把
握して、化学物質の管理を改善していこうとする
制度です。
　平成 14 年 4 月からＰＲＴＲ法に基づく化学物質
の排出量等の届出制度が施行され、対象となる事
業者は、環境中への化学物質の排出量等を自ら把
握・管理し、年 1 回、県を経由して国に届出を行っ
ています。

（２） 排出・移動量集計結果
　平成 22 年度には、平成 21 年度の排出量・移動
量について、県内の 410 事業所（全国の 1.1％、全

国 38,141 事業所）から 143 種類の物質について届
出がありました。届出による排出量は 2,236t（全
国の 1.3％、全国約 17.6 万 t）、移動量は 3,350t（全
国の 1.9％、全国約 17.6 万 t）でした。
　また、県内の届出外事業所 *4 や家庭から排出さ
れた化学物質を国が推計した量は、2,711t（全国の
1.0％、全国約 26.5 万 t）でした。
　届出の集計結果および届出外排出量の推計値は、
図 3-3-65 ～ 70 のとおりです。

5　化学物質情報の整備【環境政策課】 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

＊１	シックハウス：住宅やビルの室内環境が原因で引き起こされる頭痛やせき、めまい、関節痛、目やのどの痛みなどの健康障害をシックハウス症候群と
いいます。建物の機密性の高まりや化学物質を含んだ建材、内装材などの使用が原因と指摘されています。

＊２	学校環境衛生基準：学校保健法に基づき、環境衛生検査、事後措置および日常における環境衛生管理等を適切に行い、学校環境衛生の維持・改善を図
るための基準で、照明、騒音、換気、温度、飲料水等について定められています。

＊３	ＰＲＴＲ：Pollutant Release and Transfer Register の略で、環境汚染物質排出・移動登録という意味です。
＊４	届出外事業所：届出が必要な業種に該当しない、従業員数や対象化学物質の取扱量が小さいといった理由から、ＰＲＴＲ制度で届出を行うことが義務

付けられていない事業所を指します。

図 3-3-64　事業場からの化学物質の排出・移動経路
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1.1％

事務所外への
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公共用水域
への排出
6.0％
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34.0％
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その他
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二硫化炭素
39.5％

合計
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その他
34.5%
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亜鉛の
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届出外排出量（推計量 t/ 年）届出排出量（集積量 t/ 年）

その他

エチレングリコール

ポリ（オキシエチレン）
=アルキルエーテル

キシレン
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図 3-3-65　届出排出量および移動量（平成 21 年度）

図 3-3-67　公共用水域への排出：物質別内訳

図 3-3-69　届出排出量および移動量の多かった
上位 5 業種とその量

図 3-3-66　大気への排出：物質別内訳

図 3-3-68　事業所の外への移動：物質別内訳

図 3-3-70　届出排出量と届出外排出量（推計値）の
上位 5 物質とその量
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（１）水質事故の発生状況
　河川等では、事業場における油類や有害物質の不
適切な取扱いなどにより油の流出や魚のへい死な
どの水質事故が発生します。
　平成 22 年度は、22 件の水質事故が発生しており、
油の流出が 21 件、その他の事故が 1 件となってい
ます。

　また、原因別の内訳をみると、事業場からの油の
流出事故が最も多くなっています。なお、魚のへい
死はありませんでした。

（２）事故に対する対応
　水質事故に対しては、「九頭竜川・北川水系河川
水質汚濁防止連絡協議会」および「二級河川水質汚
濁防止連絡協議会」が中心となり、関係機関が連携

して、その原因の究明、被害の拡大防止および原因
者に対する指導等を行っています。

（３）未然防止のための事業者への指導・啓発
　水質汚濁防止法や県公害防止条例に基づく各種
届出の受理に当たって、計画段階で事業者への指導
を行うとともに、各事業所の公害防止管理者に対す
る研修会や立入検査等を通じて、排水処理施設や使
用する有害物質の適正な管理を指導しています。
　また、事故や災害などによる水質異常時におい
て、迅速かつ的確に対応できるよう、環境関連諸法
令に基づく届出等をもとに、事業場等の有害化学物
質の使用状況をデータベース化するなどして、未然
防止に活用していきます。

（１）健康被害防止対策
　大気汚染防止法では、硫黄酸化物、二酸化窒素、
浮遊粒子状物質、一酸化炭素および光化学オキシダ
ントによって、大気の汚染が著しくなり、人の健康
または生活環境に係る被害が生ずるおそれがある
ような緊急の事態が発生した場合に、知事がとるべ
き措置を定めています。
　これを受けて、県では、「福井県光化学スモッグ
対応マニュアル」および「福井県大気汚染（硫黄酸
化物）対応マニュアル」を定め、人の健康または生
活環境に被害が生ずるおそれが発生した場合には、

注意報等を発令し、地域住民に注意を呼びかける一
方、工場・事業場に対し、ばい煙等の排出削減を要
請することとしています。

1　水質異常時対策【環境政策課、河川課】    ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

2　大気汚染緊急時対策【環境政策課】   ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

表3-3-73　光化学スモッグ注意報発令状況

発 令 年 月 日 発 令 地 区

昭和53年 6 月 5 日  15:10 敦賀地区

平成 2 年 4 月11日  13:00

敦賀地区平成 2 年 5 月10日  15:50

平成 2 年 6 月19日  15:50

平成14年 6 月10日  16:40
二州地区
（敦賀市、旧三方町、美浜町）

0

10

20

30

40

件数

その他の事故
魚へい死
油流出

22 年度21201918

21
11

19

2524

0

3

2

3
8

1

0

1

1
1

不明
5件（油）

交通事故
1件（油）

工事
2件（油）

民家
1件（油）

事業場
13件

（油 12、その他 1）

合計
22件

図 3-3-71　水質事故発生状況の推移

図 3-3-72　水質事故の原因別内訳（平成 22 年度）

第４節　環境汚染事故時・災害時における環境保全対策
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図 3-3-74　光化学スモッグ緊急時措置連絡系統図
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1　体系的な環境教育・学習の推進   ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
（１） 環境アドバイザー制度 *1【環境政策課】
　「美しい福井の環境を県民の手で守り育てる」こ
とを目的に、平成 6 年 6 月から、環境アドバイザー
制度を導入しています。
　この制度は、地域や学校、公民館、企業などが実
施する環境問題に関する学習会等へ環境アドバイ
ザーとして講師を派遣するもので、現在 59 人の環
境に関する専門家が登録されています。
　学習会等の内容は、環境問題やリサイクル、省エ
ネ、自然保護などの講座や山や海での自然体験など
があり、皆さんに楽しく環境について学んでいただ
いています。
　この制度により、県民の環境問題への関心や環境
保全に対する取組みの意識が高まってきています。

（２） 学校における環境教育
【高校教育課・義務教育課】

①環境・エネルギー教育支援事業
　平成 21･22 年度は、県内の小・中学校を対象に、
地域の特色に応じた実践を通して、児童・生徒の
理解を深め、自ら考え、判断し、よりよく環境・
エネルギー問題を解決する力を育成することをね
らいとした「環境・エネルギー教育支援事業」に
取り組みました。今後も、各校の取組みを県内全
体に広め、環境・エネルギー教育の一層の普及に
努めていきます。
　高等学校では、平成 23 年度、全県立高等学校 31
校を対象に、学校の特色に応じた環境・エネルギー
教育の取組みを支援する「環境・エネルギー教育支
援事業」を実施しています。
　※事業対象	 平成 21 年度：小・中学校
	 平成 22 年度：小・中学校
	 平成 23 年度：県立高等学校

＊１	環境アドバイザー制度：環境保全についての有識者や環境保全活動の実践者を「環境アドバイザー」として登録し、公民館、各種団体や学校等が主催
する環境問題に関する学習会、講演会に講師として派遣、紹介する制度です。

4-1-1　環境アドバイザー利用実績

22年度 23年度

派 遣（ 紹 介 ） 件 数 27件 38件

受 講 者 数（ 人 ） 865　 1,206　

（注）平成23年度は平成24年1月末まで
表4-1-2　環境・エネルギー教育支援事業取組状況

21年度 22年度 23年度

小・中学校 小・中学校 高等学校

環境・エネルギー
教 育 に 関 連 す る
施 設 等 の 見 学

36校 31校 8校

講師による講演や
意 見 交 換 会 で の
指 導 お よ び 助 言

3校 2校 7校

エネルギー教育に
関する資材・機材
の活用方法の研究

182校 119校 29校

環境アドバイザーによる学習会

第４部　環境を想い行動する人づくり
第 1 章　県民の参加と共動で環境保全に取り組む社会づくりの推進

第 1 節　体系的な環境教育・学習の推進
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②原子力・エネルギー教育推進支援事業
　平成 19 年度から平成 23 年度まで、敦賀工業高等
学校、若狭東高等学校、奥越明成・大野東高等学校、
県教育委員会において、原子力・エネルギー教育を
推進し、原子力・エネルギー分野等における優秀な
人材を育成するために、必要な指導者の養成および
専門的な教育を行うための環境整備等を支援する

「原子力・エネルギー教育推進支援事業」を実施し
ています。

 （３） こどもエコクラブの応援【環境政策課】
　「こどもエコクラブ」とは、日本環境協会と環境
省が、子どもたちの主体的な環境学習や実践活動を
支援している環境活動のクラブです。2 人以上の幼
児から高校生までの子どもと、活動を支える 1 人
以上の大人（サポーター）でクラブを登録するこ

とができ、学校のクラスと担任の先生、家族単位、
町内の子ども会など、気軽にクラブを作ることがで
きます。平成 22 年度は 48 クラブ、2,033 人の登録
がありました。平成23年度は12月現在で27クラブ、
1,382 人が登録され、さまざまな活動を行っていま
す。指導者がいない場合でも、環境アドバイザー制
度（前述）には、こどもエコクラブの活動に対して、
現地で子どもたちの指導・解説を行うフィールド活
動応援の分野もあり、水生生物や野鳥観察、リサイ
クルの指導等、環境に関する専門知識や活動経験を
有する 59 人が登録されています。
　なお、平成 23 年度より、こどもエコクラブ全国
事務局が日本環境協会に移管されたことを受け、福
井県の地方事務局を環境ふくい推進協議会に設置
しました。

（４） 人材の育成
①ナチュラリスト・ナチュラリストリーダー *1

【自然環境課】
　県では、自然とのふれあいを促進し、自然保護思
想の普及を図ることを目的として、平成 2 年度から
ナチュラリスト養成事業を推進しています。ナチュ
ラリストの平成 22 年度末の登録者数は 9,353 人で、
そのうち 103 人がナチュラリストリーダーに登録さ
れています。

○ナチュラリストリーダーの養成
　平成22年度は、ナチュラリストリーダーやリー
ダーをめざす人を対象に、より専門的な講座を
年 2 回実施しました。

○普及啓発
自然保護の普及啓発誌として「ナチュラリスト」

（60 ～ 62 号）を編集・発行しました。

＊１	ナチュラリスト・ナチュラリストリーダー：一般には、自然に関心を持って積極的に自然に親しむ人や自然の動植物を観察・研究する人のことを指し
ますが、県ではこれらの人を「ナチュラリスト」として登録することにより、本県の優れた自然環境を県民の方が守り育てていこうとする活動を支援
しています。また、ナチュラリストのうち観察会の指導員として活動する人を「ナチュラリストリーダー」として登録しています。

表4-1-3　こどもエコクラブ登録状況

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

エコクラブ登録数 38 32 39 37 70 48 27

（注）各年度末の登録数を計上。ただし、平成23年度は12月現在の登録数

＜主な事業内容＞
・原子力・エネルギーに関する授業の充実
・原子力・エネルギー人材育成セミナー
・外部講師による出前（出張）授業および講演会
・原子力・エネルギー教育支援関係者会議
・原子力関連企業就職内定者研修

イメージキャラクター
「エコまる」
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②フォレストサポーター *1【県産材活用課】
　県では、県民や児童生徒に対して、森林・林業に
関する知識習得を図るとともに森林の案内や野外
体験学習等におけるボランティア活動の指導者を
確保するため、フォレストサポーターとジュニア
フォレストサポーターを養成しています。
　平成 22 年度末現在 108 人のフォレストサポー
ターが認定を受け、県内各地で活動を展開してお
り、平成 23 年度は 23 人が養成研修を受講してい
ます。
　一方、ジュニアフォレストサポーターは、小学校
高学年から大学生を対象とした養成研修を年 2 回

（夏・冬）実施し、平成 22 年度末現在 169 人を認定
しています。
　今後も子どもたちに対して、魅力ある森林環境教
育を行い、多様な森林体験の機会を提供しながら、
将来、福井県の森林・林業を担う後継者、指導者と
して活躍してもらうことを期待しています。

（５） 環境教育・学習の場【環境政策課】
　県の自然保護センターや試験研究機関では、環境
に関する展示や情報の提供、自然観察会等の学習機
会の提供を行っています。

＊１	フォレストサポーター：県が行う所定の研修を受講した者をフォレストサポーターに認定し、県民や児童生徒に対して、森林・林業に関する知識の普
及と森林の案内や野外活動等のボランティア活動の指導者として活動しています .

表4-1-4　県の主な環境教育･学習施設

施　設　名 概　　　要

自 然 保 護 セ ン タ ー
（大野市南六呂師）

・県内の自然を紹介する展示
・プラネタリウム、天体観測
施設
・自然観察会等の実施

衛生環境研究センター
（ 福 井 市 原 目 町 ）

・環境情報コーナーでの環境
関連図書、ビデオ等の資料
の提供
・見学者の受け入れ

総合グリーンセンター
（坂井市丸岡町楽間）

・森や木とふれあえる遊び学
べる展示
・緑の教室の開催
・樹木を知るためのグリーン
アドベンチャーの実施

海 浜 自 然 セ ン タ ー
（ 若 狭 町 世 久 見 ）

・ふれあい水槽、若狭の海な
どを紹介する展示
・自然体験講座の開催

内水面総合センター
（福井市中ノ郷町）

・河川や淡水魚に関すること
などの展示

ジュニアフォレストサポーターの養成研修
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1　環境に配慮した事業活動や日常行動の促進  ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
（１） 環境月間【環境政策課】
　環境基本法に定められた 6 月 5 日の ｢環境の日｣
を中心とする 6 月の 1 か月間は、「環境月間」とさ
れています。県においても、環境問題について県民

一人ひとりの関心と理解をより一層深め、環境の保
全に関する活動を行う契機とするため、さまざまな
行事を実施しています。

表4-1-5　平成23年度「環境月間」の主な実施行事　　テーマ：「県民の手で守り育てる福井の環境」
【県民参加行事】

行　事　名 実施主体（所管） 内　　　　　　容 実　施　日 実 施 場 所

第1回みどりと
花の県民運動
大会in福井市

（社）国土緑化推進機構、
県

第60回全国植樹祭を契機に展開している
「みどりと花の県民運動」を推進するため、
みどりや花に関する功労者の表彰、県民が
森や花に対しての理解を深める自然体験ツ
アーを実施する。

6/5（日）
福井市
（みやま木ごころ
文化ホール　他）

カー・セーブ
デーの実施

交通まちづくり課

過度なクルマの利用を控え、公共交通機関
や自転車等の利用促進および二酸化炭素
の排出量削減のため、毎週１回を目標に
「カー・セーブデー」を実施し、全県的に
推進を図る。

毎週金曜日 県内全域

クールビズの
実施

環境政策課
冷房28℃と軽装（ノー上着、ノーネクタイ）
勤務を実施する。

5/20（金）～
10/31（月）

県、市町、
賛同事業所

クリーンアップ
ふくい大作戦

県、市町、環境ふくい県
民会議、環境ふくい推進
協議会、（社）あすの福
井県を創る協会 等

環境月間中の第1日曜から第2日曜を統一
行動期間として、各市町が設定する拠点地
区や居住地周辺、工場・事業場周辺等の一
般地区において清掃、草刈、植栽、花だん
づくりを行うなど、県民、各種団体、行政
が一体となって美化活動を実施する。

統一行動期間
6/5（日）～
6/12（日）
（季節ごとに
年4回実施）

県内全域

県、市町清掃活動実施団
体 等

広く関係者が協力して、ごみの持ち帰りの
呼びかけを行うとともに、一斉清掃を実施
する。

環境月間中 県内の自然公園

県、県漁連
漁港傘下の組合員、行政等が一体となって
海面および海岸の一斉清掃を実施し、漁港・
漁場環境の保全と地域の美化に貢献する。

環境月間中
県内全漁港、
漁港区域の海岸

県、福井港を美しくする
会

地元地域と連携して敦賀港、福井港および
その周辺の一斉清掃を実施し、港および海
岸の環境保全と地域の美化を推進する。

環境月間中
敦賀港、福井港
およびその周辺

河川美化運動
奥越健康福祉センター奥
越ブロック廃棄物不法処
理防止連絡協議会

奥越地区内の量販店において、河川美化啓
発の街頭キャンペーンを実施する。

環境月間中
奥越地区内の
量販店

緑と花の教室 総合グリーンセンター 山野草の栽培方法等についての講習会 環境月間中
総合グリーン
センター

花のスクール
ステイ

総合グリーンセンター スクールステイ花苗の育成技術の指導 環境月間中
総合グリーン
センター

第２節　各主体の連携・共動による環境保全活動の推進
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行　事　名 実施主体（所管） 内　　　　　　容 実　施　日 実 施 場 所

天体観望会 自然保護センター
天体を観望したり、季節の星座の学習を通
して、自然環境についての理解を深める。

環境月間中 自然保護センター

自然観察会
自然保護センター、
福井県自然観察指導員の会

県内各地の自然について観察会を実施し、
自然環境についての理解を深める。

環境月間中
自然保護センター・
海浜自然センター

スノーケリング
指導者養成講座

海浜自然センター
海の自然環境の理解を深めるためのスノー
ケリング教室の指導者を養成する。

6/25（土）～
6/26（日）

海浜自然センター

海の自然教室
「春の磯の生き物観察」

海浜自然センター
砂浜の生き物の観察会を実施し、自然環境
の理解を深める。

6/12（日） 海浜自然センター

自然観察指導者
養成講座

海浜自然センター
海の自然環境の理解を深めるための観察会
等の指導者を養成する。

6/4（土）～
6/5（日）

海浜自然センター

「 環 境 科 学 体 験
デー」施設公開

衛生環境研究センター

身近な植物を使った水質調査や電子顕微鏡
でのミクロの世界の観察などの体験や、地
球温暖化などの環境保全に関する研究を紹
介する。
なお、環境月間中は、センターの施設公開
重点月間として来訪者に業務を詳しく説明
する（平日）。

6/5（日）（施
設公開は環境
月間の平日）

奥衛生環境研究
センター

【普及啓発事業】

行　事　名 実施主体（所管） 内　　　　　　容 実　施　日 実 施 場 所

広報活動
広報課
環境政策課

新聞、テレビ、各種広報紙、ポスター、チ
ラシ等で月間の趣旨や、環境美化に対する
ＰＲを実施する。

環境月間中 県内全域

環境意識啓発
パネル展

環境政策課
衛生環境研究センター 環境問題に関するパネル等を展示し、意識

の高揚、啓発を行う。

6/6（月）～
6/10（金）

福井県庁県民ホール

福井健康福祉センター 環境月間中
福井健康福祉
センター

展示（節電・節約・
エコライフ～暮ら
しと環境を考える）

県立図書館

節電・節約などエコライフに役立つ資料、
電力問題・太陽光発電などのエネルギーに
関する資料、水・石油などの資源に関する
資料、ごみ・リサイクルなど身近な環境問
題についての資料を特集する。

環境月間中 県立図書館

福井・石川県境に
おける廃棄物の不
法投棄行為に対す
る監視体制強化の
ための第13回連絡
会議

循環社会推進課

石川県、各県市町、各県健康福祉センター
と合同で、県境における廃棄物の不法投棄
行為に対する体制強化に取り組むための連
絡会議を開催する。

環境月間中 循環社会推進課
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（２） 環境美化運動の促進
①クリーンアップふくい大作戦【環境政策課】
　地域の環境保全に関する県民意識の啓発を図る
ことを目的として、平成 4 年度から、県内一斉に
住民が主体となって美化活動を行う「クリーンアッ
プふくい大作戦」を実施しています。

　平成 17 年度からは、県内全域にまたがる環境美
化活動の強化週間を季節ごとに年 4 回設け、市町は
自治会などと一体となって地域ぐるみの美化活動
を実施しています。

②自然公園の美化【自然環境課】
　自然公園美化思想の一層の普及を図るため、環境
省では 8 月の第 1 日曜日を「自然公園クリーンデー」
として位置付け、全国の自然公園を対象とした大規
模な美化清掃活動を実施しています。
　実施に当たっては、関係市町その他の団体との連
携のもと、地域の一斉清掃などを行っています。
　平成 23 年度は、県内 4 地区の参加がありました。 

【監視・指導強化】

行　事　名 実施主体（所管） 内　　　　　　容 実　施　日 実 施 場 所

環境パトロール 各健康福祉センター
工場・事業場、自然公園、廃棄物処理施設、
畜産施設、道路、河川、海岸等のパトロー
ルを実施する。

環境月間中 県内全域

スカイパトロール
循環社会推進課
各健康福祉センター
県警生活環境課

県警ヘリにて廃棄物の不法投棄等発見のた
めの監視パトロールを実施する。

環境月間中 県内全域

福井・石川県
合同越境パトロール

循環社会推進課
坂井健康福祉センター
奥越健康福祉センター
石川県

石川県と合同で県境において不法投棄をさ
せない環境作りを強化するために越境監視
パトロールを実施する。

環境月間中
国道364号県境
国道159号県境

＜平成 23 年度実施状況＞

○統一行動期間
	平成23年6月 5日～12日	 環境月間、APEC開催

	 9月 4日～11日	 ボランティア月間

	 12月 4日～11日	 不法投棄等防止啓発強調	
	 	 月間

	平成24年3月11日～18日	 雪どけ後  

○キャッチフレーズ
「生かそう　小さな汗　私たちの環境に」

○実施内容
・市町が設定した拠点地区等における美化活動

・民間団体や企業での、それぞれの団体活動を活か
した特色ある美化活動

○参加人数　　約 103,106 人（22年度）

○県の取組み
・自然公園環境美化事業

・河川の清掃、草刈り等、活動団体への支援

・海の浮遊ごみを回収する海面環境保全事業

クリーンアップふくい大作戦
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③河川環境美化、河川愛護月間【河川課】
　河川環境美化については、地域住民等と共動で

「川守」推進事業を展開し、良好な河川環境の創出
に努めています。

　また、毎年 7 月の河川愛護月間には、河川愛護の
パネル展を実施し、河川愛護に関する意識の啓発を
行っています。

2　県民・団体等との連携の強化【環境政策課】 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

（１） 環境ふくい推進協議会
　環境保全活動を推進していくためには、県民、団
体、事業者、行政がお互いに協力し合い、取り組ん
でいくことが重要です。
　このため、県では、県民、団体、事業者で構成す
る環境保全ネットワーク「環境ふくい推進協議会」
の運営を支援し、情報紙の発行やシンポジウムの開
催などを通じ、環境保全に関する意識の啓発を図っ
てきました。

　環境ふくい推進協議会は、県民が一体となって進
める環境保全に関する県民運動を実践することを
目的として、平成 6 年 10 月に設立された団体です。
協議会では、環境保全活動の輪を広げるためのさま
ざまな事業を展開しています。

環境ふくい推進協議会会員数（平成 23 年 3 月末現在）

企業会員	 229 社　

団体会員	 96 団体

個人会員	 1,026 人　

表4-1-6　環境ふくい推進協議会の主な取組み

主な取組み 23年度

環境保全活動促進事業

1　環境活動事例発表会
2　環境バスツアー
　   （越前市コウノトリの里、越前市エコビレッジ交流センター、越前町プラントピア）
3　環境マネジメントに関する事業

情報紙発行事業普及広報事業
1　情報紙「みんなのかんきょう」の発行
2　 メール配信、ホームページ更新

県・市町との連携事業

1　環境アドバイザー等の派遣
2　ふくい環境フェア2011の開催（越前市）
3　ものを大切にする社会づくり事業
4　子ども船乗り体験事業
5　ふくいエコ活動応援事業
6　市町環境連携事業
7　「おいしいふくい食べきり運動」推進事業
8　「自然再生ふくい」行動推進事業
9　里地里山保全活用推進事業
10 環境ふくいCO2削減貢献事業

11 次世代自動車導入推進事業
12 ストップ乗りすぎ事業
13  「ふくいのおいしい水」プロジェクト
14 福井型環境教育・学習推進事業
15 きれいなまちづくり事業
16 ふるさとに感謝「私の環境記念日」事業

ふくい環境フェア 2011　「手回し発電体験コーナー」
出店：北陸環境共生会議

子ども船乗り体験事業　中学生による航海体験
協力：小浜水産高校雲龍丸、越前漁港
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　また、県内には、環境保全を目的として活動して
いる団体や活動の一部で環境問題に取り組んでい
る団体など、各種各様の自主的な取組みがなされて
おり、NPO 法人格の取得も進んでいます。福井県
で認証を受けた NPO 法人のうち、活動分野に「環
境の保全を図る活動」を含む法人は、平成 23 年 10
月末現在 223 団体中 73 団体で、割合にすると 33％
になります。

（２） 環境に関する表彰
　県では、地域でさまざまな環境活動を行っている
個人や団体の努力に報いるため、また、今後の活動の
励みとしていただくため、積極的に各種表彰制度に
推薦しています。また、応募形式による表彰制度に
ついても、対象者等に情報提供などを行っています。
　平成 22 年度において表彰を受けた個人や団体等
は、表 4-1-7 のとおりです。

3　広域連携【環境政策課】     ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　地球温暖化など地域を越えた環境問題や、循環型
社会の形成に向けたリサイクルの推進など、地域が
抱える共通の課題に対応していくためには、県域を
越えた広域的な取組みが重要です。

（１） 北陸環境共生会議
　富山県、石川県、福井県の 3 県と北陸経済連合会
は、平成 14 年 12 月に「北陸環境共生会議」を設立
し、より広域的な視点から環境問題に取り組んでい
ます。

表4-1-7　環境に関して表彰を受けた個人・団体・企業・学校（平成22年度）

表　 彰　 名 目　　　的　　　等 表　彰　者 被　　表　　彰　　者

環境保全功労者表彰
環境保全、地域環境保全及び地域環境美化
に関し、顕著な功績のあった者（団体）に
対し、その功績を讃え表彰

環境大臣 福井貨物自動車株式会社　（福井市）

水・土壌環境保全
活動功労者表彰

水・土壌環境の保全に関し顕著な功績のあっ
た者に対表彰

環境省水・大気環
境局長

サクラマス・レストレーション
　　　　　　　　　　　（永平寺町）
鯖江継体の会　　　　　　（鯖江市）

環境美化教育
優良校等表彰

環境美化に独創的、熱心に取り組み、食品
容器の散乱防止やリサイクルの実践教育に
優秀な成果のあった小、中学校を表彰

社団法人食品容器
環境美化協会会長

【散乱防止部門　優良校】
中河小学校　　　　　　　（鯖江市）
【リサイクル部門　優良校】
平章小学校　　　　　　　（坂井市）

環境ふくい推進
協議会会長表彰

環境保全活動に関し、地道にたゆまぬ努力
を続けている個人、団体、学校、企業で、
その活動が賞賛に値する者を表彰

環境ふくい推進協
議会会長

【個人の部】
倉内　徹　　　　　　　　（越前町）
服部　成男　　　　　　　（小浜市）
【団体の部】
家久町深町環境委員会　　（越前市）
おおの桜守の会　　　　　（大野市）
さあくるコスモス　　　　（越前町）
下地区わいわい老人クラブ（池田町）
新港会　　　　　　　　　（坂井市）
三国海洋少年団　　　　　（坂井市）
【学校の部】
福井県立小浜水産高等学校 水産クラブ
アマモマーメイドプロジェクト（小浜市）
敦賀市立西浦小中学校　　（敦賀市）
福井県立美方高等学校
保健委員会・整美委員会    （若狭町）
大野市陽明中学校　　　　（大野市）
【企業の部】
株式会社　道端組　　　　（福井市）

第9回ざぶん賞
生命の源である、水に関係した内容の作文・
童話・詩・手紙を小中学生から募集し、す
ぐれた作品について表彰

ざぶん賞実行委員
化会長

【福井県知事賞】
清水　涼加　　　　　　　（坂井市）
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○ふくい環境フェア 2011 におけるブース出展
○環境セミナーなど学習会の開催
○クリーンエネルギー自動車の展示など

（２） 日本まんなか共和国
　福井県、岐阜県、三重県、滋賀県の４県は、平
成 12 年度から「日本まんなか共和国」として、環
境教育、廃棄物対策、共同研究などの交流連携を推
進しています。

○廃棄物運搬車の県境路上検査の共同実施
○環境に関する共同研究　　　など

4　国際環境協力の推進【環境政策課】   ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　地球温暖化をはじめ、今日の環境問題は地球規模
で広がっており、国際環境協力は今後ますます重要
になってくると思われます。

（１） 北東アジア地域環境協力の推進
　北東アジア地域自治体連合（平成８年設立）にお
いて、環境分科委員会を開催し、環日本海の国際環
境協力を推進しています。

○北東アジア地域自治体連合
日本（青森、山形、新潟、富山、石川、福井、京都、
兵庫、鳥取、島根）、モンゴル、韓国、ロシア
の４か国、21 自治体

○ 2009 年個別プロジェクト
・日本海・黄海沿岸の海辺の漂着物調査

（（２）参照）
・北東アジア地域環境体験プログラム
・北東アジア地域との渡り鳥に関する共同調査

（２） 海辺の漂着物調査
　財団法人環日本海環境協力センターの呼びかけ
により、平成８年度から各自治体において日本海沿
岸の海辺の漂着物調査を実施しています。

○平成 22 年度は、日本、ロシア、韓国、中国の
４か国において実施され、国内においては、14
自治体 30 海岸において、約１,276 人が参加し
ました。

○当県では、平成 23 年 10 月 24 日（月）に、三
国町浜地海水浴場において、あわら市金津東小
学校の児童 35 人が参加し、実施しました。

○調査の結果、100㎡当たり 106 個 121 ｇの漂着
物がありました。

海辺の漂着物調査
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1　エコ農業の推進【水田農業経営課】  ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

2　県産材の活用【県産材活用課】 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　農業による環境への負荷を軽減するとともに、
より安全で安心な農産物の生産拡大を図るため、
化学肥料や化学合成農薬の投入を抑えたエコ農業
を推進し、エコ農産物の生産拡大を図っています。
エコ農産物には、有機ＪＡＳ農産物、特別栽培農
産物、エコファーマー農産物の 3 種類あり、化学

肥料や化学合成農薬の低減割合によって、区分し
ています。
　県では、エコ農産物の生産拡大と合わせて、販
売や生産者と消費者の相互理解の促進を図ってい
ます。

　木材は、化石燃料や鉱物と違い再生産が可能なこ
と、大気中の二酸化炭素（CO ２）を炭素として固
定・貯蔵すること、鉄などに比べ少ないエネルギー
で加工できることなど、地球環境への負荷を軽減す
るクリーンな資材として注目を集めています。
　特に、県産材の利用は、林業をはじめとする地域
産業の活性化を促し、健全な森林整備を通じて森林
の持つ多様な機能の発揮につながります。
　県では、平成 23 年 4 月に福井県木材利用基本方
針を策定し公共施設等の木造・木質化や公共土木工
事等への間伐材利用を推進しています。
　また、住宅分野においては、平成 21 年度から県
産材を活用し、高断熱基準などの一定の基準を満た
す優良な一戸建て住宅（在来工法の木造住宅）の取
得に対して補助を行っています。
　さらに、平成 22 年度からは、県内製材所が連携
し品質の明確な県産材を安定供給するための取り
組みを進めています。

表4-1-8　エコ農業の概要

種類 エコファーマー 福井県特別栽培農産物 有機ＪＡＳ

シンボルマーク

認定 人 農産物 人と農地
根拠法等 国の法律 国のガイドライン 国の法律

申請先 県 県 国の審査に合格した
有機登録認証機関

化学肥料・化学合
成農薬の削減率等

肥料：２割減
農薬：２割減

＋
土づくり

①肥料１０割､ 農薬１０割
②肥料　５割､ 農薬１０割
③肥料１０割､ 農薬　５割
④肥料　５割､ 農薬　５割

肥料：１０割減
農薬：１０割減

＋
３年以上経過

認定の有効期間 ５年間 単年度 単年度

事例（住宅の横架材へ県産スギを活用）

第３節　環境にやさしい農林水産業の推進
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　さらに、木工教室の開催など、県産材に身近にふ
れあう機会を創出する「木づかい運動」を展開して
います。

　　　　地域の木でつくろう！【建築住宅課・県産材活用課】
　地域の木で家をつくることは、気候 ･ 風土に適応した健康で快適な住空間の形成だけでなく、地域山
林の保全、関連する地域産業の活性化、地域らしい住文化や街なみ景観の継承など、元気で豊かな地域
の形成にもつながります。

《助成制度の紹介》
　「県産材を活用したふくいの住まい支援事業」では、省エネなど一定の性能を確保しながら使用木材の
40％以上を県産材 *1 とした在来木造住宅の新築に対する補助と、県産材を活用した住宅のリフォームに
対する補助を行っています。
　また、平成 23 年度からは、「県産材のあふれる街づくり事業」により店舗等のリフォームに対する補
助も行っています。

＊１県産材：県内で伐採された原木を県内で加工した木材

コラム

木工教室の開催状況
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　県では、嶺南企業等が原子力・エネルギー関連技
術を活用して実施する研究開発に対し支援してい
ます。（（財）若狭湾エネルギー研究センターの行う

「嶺南地域新産業創出モデル事業」を通して支援）
○嶺南地域新産業創出モデル事業補助金
・	自治体排出廃プラスチック再利用のための改質

と用途開発 【平成 23 年度】
・	端材を利用した環境に優しい新素材による若狭

塗箸の開発【平成 22 年度～ 23 年度】

　また、公募型の研究開発費を活用して企業や大学
が行うヒートパイプの研究開発に、財団法人若狭湾
エネルギー研究センターが協力しています。
○新エネルギーベンチャー技術革新事業（ＮＥＤＯ）
・	気泡駆動型循環式ヒートパイプによる無動力地

中熱源活用技術の開発【平成 23 年度】

　県内外の企業、大学、県が連携し、二酸化炭素を
排出しないクリーンで安定したエネルギーに関す
る研究開発に取り組み、事業化、産業化を目指す「福
井クールアース・次世代エネルギー産業化プロジェ
クト」を推進しています。
　国の公募型研究支援制度などを活用し、４つの分
野において産業化を目指した産学官共同研究を実
施しています。
①	ＥＶ・電力貯蔵分野（リチウムイオン電池など）
	 高安全、高容量リチウムイオン電池正極材料に

関する研究を実施、電気自動車関連産業を創出
②	分散型発電分野（燃料電池など）
	 燃料電池用電解質膜、金属セパレータ、太陽光

発電テキスタイルの実用化研究を実施
③	高効率エネルギー利用分野（高効率ヒートポンプ

空調、低炭素交通システムなど）
	 農業ハウスでのヒートポンプ空調制御の実証研

究を行い、その成果をエコ園芸の振興に活用
④	液化燃料製造分野（石油に代わる燃料製造など）

液化燃料合成技術の基盤実験・評価を実施し、
産業化に向けた検討を開始

1　産学官による研究開発支援【電源地域振興課、地域産業・技術振興課】     ━━━━━━━━━━━━━━━

2　環境関連産業に対する支援【産業政策課、商業振興・金融課、企業誘致課、地域産業 ･ 技術振興課】   ━━

　県では、融資および補助などにより、環境関連ビ
ジネス分野への新規参入や事業拡大に向けた取組
みに対して、支援しています。
　また、産業支援機関等と連携し、技術開発や経営
支援施策等に関する情報提供や相談・助言、公害防

止や環境保全に必要な機械設備導入への支援など
を行っています。

表4-1-9　環境関連産業に対する主な支援制度

支　　　援　　　制　　　度 問い合わせ先

○次世代技術製品開発支援補助金
　県内中小企業が行う市場ニーズを捉えた高付加価値の製品づくりのための技術開発から試作
品開発と、開発した技術・試作品の事業化を支援します。
　推進分野（環境エネルギー、医療・福祉分野）および一般分野（推進分野以外）への事業展
開を目指す事業に対し、自ら行う技術開発・試作品開発で技術開発課題が明確なものおよび開
発品に係る販路開拓について補助します。
　　〔実施主体〕県内中小企業
　　　　　　　（県内に事業所を持ち、県内で研究開発または生産活動を行う中小企業）
　　〔補助率等〕推進分野･･･ ２／３以内（限度額１件10,000千円以内）
　　　　　　　  一般分野･･･ １／２以内（限度額１件5,000千円以内）

県地域産業･技術振興課
　　　電話　0776-20-0374

第４節　環境関連産業の振興
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3　グリーン購入の推進【環境政策課】 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　製品やサービスの購入に当たって、必要性を十分
に考慮し、価格や品質、デザインだけでなく、環境
のことを考え、環境への負荷ができるだけ少ないも
のを優先して購入する「グリーン購入」は、供給す
る側の企業にも環境負荷の少ない製品等の開発や
環境を考えた経営を促すことになり、循環型社会づ
くりに重要な役割を担っています。
　県では、全国組織である「グリーン購入ネット
ワーク *1」に加入しグリーン購入の推進を図るとと
もに、県自らが環境配慮商品等を優先的に購入する
ため、平成 13 年 4 月、「福井県庁グリーン購入推進
方針」を策定しました。この方針に基づき、「調達
計画」を毎年度策定し、県のすべての機関で、計画
的にグリーン購入に取り組んでいます。
　平成 16 年度からは、グリーン購入に公共工事を
追加し、環境に配慮した公共工事を推進していま
す。また、平成 22 年度調達計画では、テレビジョ
ン受信機が対象項目から外れましたが、掛時計、帽
子等が対象品目となりました。
　平成 21 年度購入分のＬＥＤ照明器具・表示灯、
複写機、一般公用車、その他の公用車などでは、調
達率が 100％となりました。その他の分野でも、コ
ピー用紙、電池、机、いす、筆記具、ファイル類や、
テープ類、のり、修正用品、その他の機器、記録用

メディアなどで、95％以上を達成するなど、グリー
ン購入の取組みが定着してきています。

＊１	グリーン購入ネットワーク：グリーン購入の取組みを促進するために平成 8年 2月に設立された企業、民間団体、行政による全国規模のネットワーク
組織で、会員数 2,903 団体（平成 21年 11月現在）。同ネットワークが主催し、グリーン購入のすぐれた取組みを行う団体を表彰する「グリーン購入大賞」
において、平成 14年の第 5回では福井県が行政部門で大賞を、平成 16年の第 7回では清川メッキ工業株式会社（福井市）が中小事業者部門で大賞を、
平成 17年の第 8回では敦賀信用金庫（敦賀市）が、環境大臣賞をそれぞれ受賞しています。

支　　　援　　　制　　　度 問い合わせ先

○企業立地促進補助金・企業立地促進資金融資
　製造業、試験研究所等を対象として、県または市町の誘致企業で、投下固定資産額や新規雇
用者数等について一定の要件を充足する企業に、補助や融資を行っています。

県企業誘致課
　企業立地推進室
　　　電話　0776-20-0375

○産業活性化支援資金（省エネ・温暖化対策支援分）
　次のいずれかに該当する中小企業の設備導入に必要な資金を融資します。
 ・ 二酸化炭素排出量が総量として１０％以上削減される省エネルギー設備や石油代替エネル
ギー設備で知事の承認を受けた中小企業者。

 ・ 専門家による省エネ・コストダウン診断に基づくアドバイスにより設備投資を行う中小企
業者。

県商業振興・金融課
　金融グループ
　　　電話　0776-20-0373

○専門家派遣事業（省エネ診断）
　中小企業者の省エネルギーやコストダウンへの取り組みを支援するため、専門家を派遣し、
診断等を行います。
　派遣費用の２分の１を負担いただきます（派遣費用の２分の１は支援センターが負担）。

公益財団法人
ふくい産業支援センター
　新事業支援部
　　　電話　0776-67-7400

表4-1-10　調達計画で定める重点品目

1 9 年 度 19分野204品目

2 0 年 度 21分野217品目

2 1 年 度 21分野236品目

2 2 年 度 16分野229品目
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4　リサイクル製品の利用拡大【循環社会推進課】    ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　リサイクル製品の活用は、埋立処分場の延命化や
バージン原材料の節約など、循環型社会の推進に大
きく貢献することになります。
　そこで県では、リサイクル製品の利用促進および
リサイクル産業の育成を図り、資源循環型社会を推
進していくため、主に県内で発生する再生資源を利
用して製造される製品を認定する「福井県リサイク
ル製品認定制度」を運用しています。
　平成 11 年 12 月の施行から 12 年目を迎え、平成
23 年 3 月末現在で 68 製品を認定しています。
 　平成 22 年度は、廃瓦を利用した舗装材と再生砂、
フライアッシュを利用したコンクリート二次製品
と地盤改良材を新たに認定しました。

　県の公共工事等において、地域から発生した再生
資源を活用した製品を同一地域内で積極的に利用
しているほか、市町や国の出先機関にも積極的な活
用を呼びかけています。
　また、「ふくい元気企業フェア 2011（平成 23 年
9 月）」、「フクイ建設技術フェア 2011（平成 23 年
9 月」への出展やホームページによる広報等を通じ
て、リサイクル認定製品がさらに広く普及するよう
取り組んでいます。
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図 4-1-11　福井県リサイクル認定製品販売実績・認定製品数
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　県民や事業者の環境への関心を高め、環境への負
荷の低減に向けた取組みを促進していくためには、
環境に関する幅広い情報をわかりやすく、迅速に提
供することが重要です。県では、インターネットや
情報紙など様々な媒体を通じて、環境情報を提供し
ています。

（１） 「みどりネット」の整備、運用
　県では、情報化時代に対応して、平成 4 年 6 月、
パソコン通信による環境情報ネットワークシステ
ム「みどりネット」を整備し、平成 8 年 1 月にはイ
ンターネットのホームページへと拡充しました。
　さらに、環境情報のより一層の活用を図るため、
各部局に分散している各種の環境情報をデータ
ベース化し、行政内部での活用にとどまらず、広く
県民に提供する「環境情報総合処理システム」を平
成 12 年 3 月に整備しました。

　このシステムは、大気や水質等の環境状況をはじ
め、自然環境、土地利用状況、文化財等の環境情報
をデータベース化し、地図や表等によりビジュア
ルに表示するもので、インターネットのホームペー
ジ「みどりネット」から利用できます。
　みどりネットのアクセス件数（ページビュー）は、
次のとおりです。

（２） 刊行物
【環境政策課、循環社会推進課、自然環境課】
　水、大気、自然、廃棄物等の様々な環境の課題と
県の取組み等について、県民への情報提供を目的に
情報紙やパンフレット等の刊行物の作成 ･ 配布を
行っています。

1　環境情報の整備と提供【環境政策課】    ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

表4-1-12　みどりネットのアクセス件数

20年度 21年度 22年度

アクセス件数 6,434,422 4,314,395 6,559,091

図 4-1-13　環境情報総合処理システムの概要

地図形式情報
地勢図、地形図
河川海岸現況図
土地利用計画図
文化財、国定公園、鳥獣保護
各水、保安林　　　　　　等

表形式情報
大気汚染常時監視調査
公共用水域常時監視調査
海水浴場の水質調査
酸性雨調査
自動車交通騒音実態調査　等

文書形式情報
福井県環境白書
福井県環境基本計画
地球温暖化対策地域推進計画
衛生環境研究センター年報
レッドデータブック　　　等

環境情報
データベース

１　環境情報のデータベース化

２　環境情報のビジュアル化
　　データベース化された多様な情報を、地図や表等によりビジュアルに表示します。

第５節　環境情報の整備と提供
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表4-1-15　平成22年度 環境関連刊行物

刊行物の名称 発行状況 頁 数 発行部数 備　　　　　考

みんなのかんきょう
年２回
60～61号

24 3,300 環境ふくい推進協議会機関紙

平成22年度版　環境白書 年1回 149 700

　　　　　〃　　　　　（資料編） 年1回 111 150

平成21年度 公共用水域および地下水の水質の測定
結果報告書

年1回 108 150

平成23年度 公共用水域および地下水の水質の測定
に関する計画

年1回 49 150

“ふくい”からみる地球温暖化パンフレット 年1回 10 8,000

“ふくい”からみる地球温暖化リーフレット 年1回 1 5,000

平成21年度衛生環境研究センター年報 年１回 132 350

衛環研だより第６号、第７号 年２回 4 Web配信

自然再生ふくいガイドブック 随時 74 2,000 環境ふくい推進協議会発行

平成22年度福井県鳥獣保護区等位置図 年刊 図1枚 2,500

ナチュラリスト
年3回
60～62号

12 2,300×3 自然保護普及啓発誌

平成22年度年報（福井県自然保護センター） 年刊 52 500 福井県自然保護センターの事業概要

海遊（活動の記録）第10号 年刊 21 HPで公開 福井県海浜自然センターの事業概要

自然保護センター・海浜自然センター行事案内 年刊 2 10,000

平成23年度カレンダー 年刊 1枚 3,500

福井県自然保護センター研究報告「キコニア第14巻」 随時 58 500

海浜自然センターリーフレット 随時 2 5,000

天体観測ガイド「春」 随時 4 1,000

自然保護センターリーフレット 随時 2 6,000

（ＵＲＬ　http://www.erc.pref.fukui.jp/）　
図 4-1-14　環境情報総合処理システム（みどりネット）画面
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（３） 公害苦情【環境政策課】
　平成 22 年度に、県、市町および県警察本部が受
け付けた公害に関する苦情件数は、674 件であり、
前年度に比べ 22 件増加しています。
　典型７公害に関する苦情は 519 件であり、公害の
種類別にみると、大気汚染が最も多く、以下、水質
汚濁、悪臭、騒音、振動と続いています。
　典型７公害以外の苦情は 155 件であり、廃棄物の
不法投棄に関する苦情が 109 件と最も多くなってい
ます。
　また、苦情件数を発生源別にみると、会社・事業
所に対する苦情が 272 件であり、家庭生活の苦情な
ど個人に対する苦情は 213 件でした。

（４） 公害紛争処理【環境政策課】
　通常の公害苦情の処理では解決できない公害に
関する紛争を迅速かつ適正に解決するため、裁判所
による司法的解決とは別に、「公害紛争処理法」に
基づいて県に公害審査会が設置されています。
　福井県公害審査会は、医師、弁護士等の学識経験
者 12 人で構成され、あっせん、調停、仲裁の手続
を行います。
　平成 22 年度において、福井県公害審査会に係属
した事件は 0 件でした。

（５） 公害事犯の取締り【環境政策課】
　警察および海上保安庁では、県民の健康保護と生
活環境保全のため、環境関係法令に基づき取締りを
実施しています。
　平成 22 年中に検挙した公害事犯の件数は、32 件
であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に
違反したものが 30 件、「海洋汚染等及び海上災害の
防止に関する法律」に違反したものが 1 件、「港則法」
に違反したものが１件でした。
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図 4-1-16　公害の種類別苦情件数の推移
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（１）環境影響評価制度
　環境影響評価（環境アセスメント）は、事業者が、
土地の形状の変更や工作物の新設など環境に大き
な影響を及ぼすおそれのある事業等の計画や実施
に当たり、その事業が環境にどのような影響を及ぼ
すかについて、あらかじめ調査、予測および評価を
行い、その結果を公表して、自治体や県民等の意見
を聴いた上で、環境の保全について適正な配慮を講
じようとするものであり、環境汚染の未然防止のた
めの重要かつ有効な手段です。
　国においては、環境影響評価法などに基づき、本
県では、法対象外事業や事後調査手続を追加した

「福井県環境影響評価条例」により、十分な環境配
慮が必要な大規模事業について、環境面から、事業
者の適切な対応を誘導することとしています。

（２）環境影響評価の実施状況
　平成 22 年度は、環境影響評価法や条例に基づく
審査はありませんでしたが、「公有水面埋立法」な
どの個別法に基づく環境影響評価について審査指
導を行っています。

（３）環境影響評価に関する情報の提供
　環境影響評価に関する制度やこれまでに実施さ
れた環境影響評価事例に関する情報などを、県の環
境情報に関するホームページ「みどりネット」を通
じて提供しています。

（URL　http://www.erc.pref.fukui.jp/info/assess） 

　許認可等において、県が関与する様々な手続に際
して、環境保全の観点から必要な調整を実施してい
ます。また、各種事業等の実施の基盤となる計画策
定などに際しても、環境の保全の観点から事前審査
を行っています。

（1）許認可等に際しての環境配慮
　国土利用計画法に基づく土地売買等の届出や森
林法に基づく林地開発の許可など、県が関与する許
認可等の手続に際しては、環境に配慮した事業の実
施が行われるように行政指導を行うなど、必要な調

整を行っています。

（2）計画策定等に係る環境配慮
　県環境基本条例第 10 条では、県が講ずる施策の
策定および実施に当たっては、環境の保全について
配慮するものと規定しています。
　このため、県では、土地利用基本計画や都市計画
等の策定・実施などに当たっては、環境の保全の見
地からの配慮が行われるよう必要な調整を行って
います。

1　環境影響評価【環境政策課】    ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

2　環境保全の事前審査【環境政策課】     ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

表4-1-17　環境影響評価等審査件数の推移

年　 　　度 18 19 20 21 22 

環境影響評価法 0 1 1 （1） 0

個別法 公有水面埋立 8 3 0 0 2

合　　　　計 8 4 1 （1） 2

（　）　前年度と同一事業の継続審査分

　　　　環境影響評価法が改正されました
　平成 23 年 4 月 27 日に環境影響評価法の一部を改正する法律が公布されました。
　主な改正内容は、①交付金事業を対象事業に追加、②計画段階配慮書の手続きの新設、③方法書における説
明会開催の義務化、④電子縦覧の義務化、⑤環境保全措置等の公表等の手続きの具体化　などです。
　施行期日は、平成 25 年 4 月 1 日（ただし、①、③、④については、平成 24 年 4 月 1 日）です。
　また、風力発電所の設置の工事の事業を環境影響評価法の対象事業とするため、環境影響評価法施行令の一
部を改正する政令が平成 23 年 11 月 16 日に公布され、平成 24 年 10 月 1 日から施行されます。
　対象規模は、出力が１万 kW 以上である風力発電所の設置の工事の事業を第 1 種事業（必ずアセスが必要）、
出力が 7,500kW 以上１万 kW 未満である風力発電所の設置の工事の事業を第 2 種事業（環境影響評価の必要性
を個別に判断）とされました。

コラム

第６節　共通的・基盤的施策の推進
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　公害防止協定は、地域の状況や個別事業所の操業
内容に応じたきめ細かい環境保全対策を盛り込む
ことができ、法律や条例による一律的な規制を補完
するものとして有効な手段です。
　県では、県が造成し、維持管理する工業団地であ
るテクノポート福井に立地する事業所または広範
囲な地域に環境影響を及ぼすおそれのある事業所
との間で、公害防止協定の締結を進めています。
　協定では、事業所の操業形態等に応じた公害防止
対策を規定するとともに、立入検査や公開の原則、
住民に損害を与えた場合の無過失損害賠償責任に
ついても規定を設け、公害防止対策の実効性の担保
などを図っています。
　公害防止協定を締結している事業所数は昭和 60
年ごろから増加しており、平成 23 年 11 月末現在で
計 66 事業所となっています。

　また、多くの市町においても、公害防止協定や環
境保全協定を締結しており、その件数は、平成 23
年 3 月末現在、13 市町 420 件となっています。

（１）県内の環境マネジメントシステムをめぐる動向
　県内事業所等の ISO14001 認証取得延件数は、平
成 23 年 11 月末現在で 313 件となっています。
　また、中小零細企業等を対象とした簡易な環境
マネジメントシステムとして、エコアクション 21
があります。平成 16 年 10 月から、「エコアクショ
ン 21 ガイドライン」に基づき、このシステムの認
証制度の運用が開始されました。県内においても、
エコアクション 21 地域事務局が平成 17 年 4 月に
福井市内に開設され、認証・登録などの事務を行っ
ています。

3　公害防止協定【環境政策課】     ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

4　環境マネジメントシステム【環境政策課】     ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

表4-1-18　許認可等および計画策定等に際しての環境配慮の調整件数（平成22年度）

許認可等に際しての環境配慮

・国土利用計画法に基づく土地売買等届出に係る事前協議
・森林法に基づく林地開発許可申請・連絡調整に係る事前協議
・廃棄物処理法に基づく廃棄物処理施設設置届出等に係る事前協議
・採石法に基づく岩石採取計画認可申請に係る事前協議
・砂利採取法に基づく砂利採取・洗浄計画等認可申請に係る事前協議
・温泉法に基づく温泉掘さく・温泉動力装置許可申請に係る事前協議
・大規模小売店舗立地法に基づく届出に係る事前協議
・鉱業法に基づく出願に係る事前協議

22
3
2
7
22
1
18
14

小　　　　　　　　　　計 89

計画策定等に係る環境配慮
・公共工事環境配慮ガイドラインに基づく事業の計画段階に係る協議
・公共工事環境配慮ガイドラインに基づく事業の中間報告に係る協議

1
11

小　　　　　　　　　　計 12

合　　　　　　　　　　　　計 101
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図 4-1-19　協定締結事業所数の推移（県）

図 4-1-20　県内の ISO14001 認証取得延件数
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　さらに、平成 20 年度からはエコアクション 21 中
央事務局および地域事務局と連携した「自治体イ
ニシャティブ・プログラム」を実施しており、県
内の企業を対象に導入セミナーの開催等、システム
の構築から審査を受けるまでの支援をしています。
認証登録件数は、平成 23 年 11 月現在で 36 件となっ
ています。

（２）福井県庁環境マネジメントシステム
　県では、県自らの環境負荷の低減に努めるため、
平成 12 年 4 月に本庁舎等において環境マネジメン
トシステムの運用を開始し、同年 11 月に ISO14001
の認証を取得しました。さらに、平成 15 年 11 月に
は出先機関等に対象を拡大して認証を更新し、自ら
の活動および施策の策定・実施に伴う環境負荷の低
減に努めてきました。
　平成 18 年度からは、環境マネジメントシステム
の見直しを行い、新たな認証登録を行わず、県の行
政機構にふさわしい効率的なシステムに移行して
います。
　新しいシステムは、省エネを中心としたエコオ
フィス活動に重点化し、庁舎ごとに電気・水などの
削減の目標値を定め、目標達成に向けた取組みを積
極的に行っています。
　平成 22 年度実績は、電気使用量、空調等燃料使
用量、水使用量、可燃ごみの排出量、不燃ごみの排
出量が増加する結果となりました。

　（平成 22 年度のエコオフィス活動における運用結
果は、表 4-1-21 のとおりです。） 
　また、取組みの結果は、外部の専門家を交えた審
査委員会で評価を受け、そのプロセスを含め公表す
るなど、システムの強化を図っています。
なお、環境マネジメントシステムで進捗管理を行っ
ていた環境関連事業や公共事業は、システム導入後
に取り入れられた、「公共事業環境配慮ガイドライ
ン」や「政策推進マネジメントシステム」による管
理に移行することで、引き続き環境に配慮した事業
を進めています。

（３）　県内事業者等への ISO14001 認証取得等の支援
　県内事業者等への ISO14001 の認証取得を促進す
るため、環境アドバイザーおよび中小企業アドバイ
ザーの派遣や認証取得経費への低利融資を行うと
ともに、県が発注する建設工事等の入札参加資格審
査では ISO14001 やエコアクション 21 の認証取得
について考慮することとしています。
　また、県内の ISO14001 の認証を取得した事業所
等で構成する福井県環境 ISO ネットワークが平成
13 年 11 月に設立され、平成 21 年度に環境ふくい
推進協議会に統合されていますが、この組織では、
関係情報の交換や見学会や講演会等を通して資質
の向上を図り、環境改善に向けたより一層の取組み
を推進しています。

表4-1-21　エコオフィス活動に係る実績

項　　　目 平成21年度実績
平成22年度

実　　　　績 対前年比

複 写 用 紙 使 用 量 267.2 （ｔ） 265.5 （ｔ） 0.6％削減

水 使 用 量
上 水 道 487.1 （千㎥） 543.4 （千㎥） 11.6％増加

地 下 水 1354.1 （千㎥） 1379.9 （千㎥） 1.9％増加

電 気 使 用 量※
62,749.0 66,730.3 6.3％増加

（69,252.3）（千kWh） （77,537.9）（千kWh） 12.0％増加

空 調 等 燃 料 使 用 量 3842.1 （kl） 3864.1 （kl） 0.6％増加

公 用 車 に 係 る 燃 料 使 用 量
（ ガ ソ リ ン・ 軽 油 ）

668.4 （kl） 664.4 （kl） 0.6％削減

可 燃 ご み の 排 出 量 431.0 （t） 447.5 （t） 3.8％増加

不 燃 ご み の 排 出 量 79.3 （t） 91.6 （t） 15.5％増加

（注）対象範囲：本庁、出先機関および教育機関（県立大学、県立病院、警察本部を除く。）
※　（　）内数字は、平成19年度から稼動した日野川地区水道管理事務所の使用量を含めたもの。
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　県では、公共工事を行う場合、計画、施工の各段
階で、環境への配慮事項を検討し、実施しています。
特に、一定規模以上の事業の計画段階については、
庁内各課による環境配慮型公共工事検討委員会 * １

を開催し、多方面の検討を行っています。
　平成 22 年度では、地方特定道路事業三国金津線
など 16 事業について検討を行い、環境にやさしい
方法で今後の事業を実施することとしています。
　次に、平成 22 年度に当委員会に報告された「大
津呂川総合開発事業　大津呂ダム」について、どの
ように設計、施工段階で環境に配慮したのかを紹介
します。

（１） 大津呂川総合開発事業（大津呂ダム）
　大津呂ダムは、大津呂川総合開発の一環として、
佐分利川水系大津呂川の福井県大飯郡おおい町本
郷地先に建設される多目的ダムです。
　大津呂川の流域では、過去幾多の洪水被害が発
生しており、抜本的な治水対策が望まれています。
また、夏期にはしばしば深刻な水不足に見舞われて
おり、さらに近年、うみんぴあ大飯などのレジャー
施設の開発による水需要の増大が見込まれている
ため、安定した水源の確保が強く望まれています。
　このため、流域の洪水調節および水道用水の確
保、流水の正常な機能の維持を目的として、平成元
年度から大津呂ダムの建設を進めましたが、その実
施に当たっては、自然環境に配慮して計画・設計・
施工しました。

（２） 環境配慮の目的
　大津呂川は、福井県大飯郡おおい町に位置し、そ
の源を飯盛山（標高 585m）に発し山間部を西流す
る、多様な生物の生息・生育の場として豊かな自然
にあふれている河川です。
　本事業の実施に当たっては、ダム貯水池の出現
や、道路の付替え等の大規模な地形の改変によっ
て、様々な形で周辺環境に影響を及ぼすため、計画・
設計・施工の各段階において、十分な検討を行いま
した。
 （３） 環境配慮計画の内容
○野生生物への配慮
　工事着手前に魚類の生息調査を行い、希少種であ
るナガレホトケドジョウ及びカジカを、主要な生息
地である事業区域上流へ移植しました。移植後は、
モニタリングにより定着を確認しています。
　希少猛禽類については、繁殖期を中心とした飛翔
ルート及び採餌・繁殖に関する指標行動をモニタリ
ング調査し、工事中の影響を監視しました。

○自然景観への配慮
　ダムの堤体形状を見直し、掘削および残土処理に
よる地形改変面積を縮減しました。
　また、発生する法面には、ススキ、ヨモギ、ハギ
類等の在来種による法面緑化をおこないました。

5　環境配慮した公共事業等の推進【土木管理課】【河川課】   ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

＊１	環境配慮型公共工事検討委員会：県が行う公共事業について、自主的な環境配慮を行うために、平成１２年７月に庁内の公共事業関係課および環境関
係課等機関で組織された。

大津呂ダム完成イメージ図

魚類の生息調査状況



137

第 1章　県民の参加と共動で環境保全に取り組む社会づくりの推進■

環
境
を
想
い
行
動
す
る

　
　
　
　
　
人
づ
く
り

○大気環境等への配慮
　近隣住民への影響を考慮し、排出ガス対策型建設
機械を用いて環境保全に努め、さらに掘削土運搬時
には、タイヤ洗浄機および散水車での清掃により、
粉じんの発生抑制に努めました。
　また、工事用車両の走行による一般道での騒音・
振防止のため、学校・病院の周辺および生活道路を
可能な限り避け、決められたルートおよび速度で走
行しました。

○水環境への配慮
　工事区域内で発生する濁水による下流河川への
影響を防止するため、濁水処理設備を設置し、浮遊
物質（SS）、pH を基準値以下に処理した後、大津
呂川に放流しました。
　また、ダム工事による地下水の水量・水質への
影響がでないように、定期的に地下水調査を行い、
必要に応じた対策が図れるように配慮しました。

○省資源・省エネルギーへの配慮
　消費電力監視システムにより現場設備の使用電
力量を事務所内で一元管理することで、消費電力の
無駄を監視しました。
　また、工事車両省エネ運行管理システムを導入
し、運搬中の急加速や急減速、アイドリングなど
の程度を評価することで、ＣＯ 2 排出抑制に努め
ました。

○廃棄物の減量化とリサイクルの推進への配慮
　Co 殻、As 殻、伐採木は適切に再資源化施設へ搬
入し、建設発生汚泥は、現場内で無害化し現場内盛
土として流用しました。

タイヤ洗浄状況　　　　　　　　　散水状況　　

工事車両省エネ運行管理システム
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（１）土地利用の現況【土木管理課】
　平成 22 年度に実施した土地利用現況把握調査の
結果では、平成 21 年の県土の利用状況は、森林
74.5％、農用地 9.8％、宅地 4.4％です。
　宅地、道路、その他を除いた自然的土地利用が県
土の約 87.9％を占めており、平成 21 年は 0.1%の減
少となりました。

（２）国土利用計画および土地利用基本計画等
【土木管理課、農林水産振興課】

　本県では、県土の適正かつ合理的な土地利用を図
るため、国土利用計画法に基づき国土利用計画およ
び土地利用基本計画を定め、また土地取引の規制、
遊休土地の利用促進を行っています。
　さらに、都市計画法、農業振興地域の整備に関す
る法律、森林法、自然公園法、自然環境保全法等
の法律に基づき、様々な土地利用計画が定められ、
土地利用規制が行われています。

①国土利用計画
　国土利用計画は、国、県および市町村が長期的な
視点に立って、健康で文化的な生活環境の確保と国
土の均衡ある発展を図ることを基本理念に策定し
ています。

②土地利用基本計画
　土地利用基本計画は、国土利用計画（都道府県計
画）を基本とし、都市地域、農業地域、森林地域、
自然公園地域および自然保全地域の 5 地域について
土地利用の原則、5 地域が重複する場合の調整指導

方針など、土地利用の調整等に関する事項を定める
ものです。この計画では、都市地域や自然保全地域
の特別地区が重複する場合は、自然環境としての保
全を優先するなど、自然環境の保全にも配慮してい
ます。本県では、昭和 50 年 5 月に福井県土地利用
基本計画を策定し、その後、おおむね毎年変更して
います。

③土地取引の規制
　地価の急激な上昇等に対する適切な措置を講じ
るため、土地取引を規制する制度として注視区域制
度、監視区域制度および規制区域制度が設けられて
います。本県では、現在これらに該当する区域はあ
りません。
　また、一定規模（市街化区域 2,000㎡、その他の
都市計画区域 5,000 ｍ２、都市計画区域外 10,000㎡）
以上の土地取引について、土地の取得者は、契約締
結後 2 週間以内に利用目的等を知事に届け出なけれ
ばならないことになっています。これを事後届出制
度といいます。この制度では、知事は、届出のあっ
た土地の利用目的を審査し、公表されている土地利
用計画に適合しない場合や、著しい支障があると認
められる場合は、土地の利用目的について必要な変
更を行うことを勧告することができます。
　平成 22 年は 56 件の届出があり、市町別では福
井市が最も多く 24 件、次いで坂井市、あわら市が
8 件でした。利用目的別では、住宅用地 18 件、商
業施設 8 件、その他（資産保有など）が 16 件など
となっています。地目別では、宅地 18 件、農地 29
件などでした。

6　土地利用の適正化  ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
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図 4-1-22　自然的土地利用面積の対県土面積割合推移
図 4-1-23　県土の土地利用構成（平成 21 年）



139

第 1章　県民の参加と共動で環境保全に取り組む社会づくりの推進■

環
境
を
想
い
行
動
す
る

　
　
　
　
　
人
づ
く
り

④遊休土地の利用促進
　事後届出をした土地の所有者などが、取得後 2 年
以上その土地を未利用のまま放置した場合に、有効
な土地利用が必要と認められたとき、知事は、その
土地を遊休土地である旨を通知します。これを遊休
土地制度といいます。この制度では、所有者に積極
的な活用を求めるため、所有者に土地の利用処分計
画の届出をさせるほか、土地の有効かつ適正な利用
に必要な場合は土地利用審査会の意見を聴いて必
要な措置の勧告を行い、勧告に従わないときはその
土地の買取りの協議を行います。なお、平成22年は、
遊休土地はありませんでした。

⑤大規模土地取得等の事前協議
　事後届出が必要な土地取得のうち、大規模な土地
取得（2ha 以上の宅地開発または 10ha 以上のゴル
フ場、スキー場、遊園地等のレクリェーション施設
等の土地取得）を行う場合は、福井県土地利用指導
要綱に基づき、土地取得者に対し契約締結前に知事
との事前協議を求めています。なお、平成 22 年は、
大規模な土地取得の事前協議はありませんでした。

⑥農業振興地域の整備に関する法律および農地法
に基づく規制

　各市町の農業振興地域整備計画で農業生産基盤
整備事業が施行された土地等を農用地区域として
位置付け、優良農地の維持・保全を図っています。
　また、農地法では、農地を農地以外のものにする
場合、知事（知事の権限移譲を受けた市町を含む。）
または農林水産大臣の許可が必要ですが、農用地区
域や集団的に存在する農地その他良好な営農条件
を備えている農地については、原則として許可でき
ないこととされており、これらにより優良農地の確
保を図っています。

⑦地価調査の実施
　一般の土地取引などの価格の指標とするため、昭
和 50 年から地価調査を実施しています。
　平成 23 年は、7 月 1 日を基準日として、基準地
230 地点を調査しました。その結果、平均変動率は
前年と比較して全用途で▲ 4.9％となり、住宅地は
▲ 4.8％、商業地は▲ 5.4％と、下落傾向で推移しま
した。

⑧土地月間における広報活動の実施
　土地関係施策等についての県民の関心を高め、そ
の理解を深めるため、土地月間（10 月）にポスター、
パンフレット、冊子の配布などを行いました。

国土利用計画

土地利用基本計画

都市地域
都市計画

市街化区域
市街化調整区域
その他の区域

特別地域
普通地域
海中公園地区

原生自然環境保全地域
自然環境保全地域

農業振興地域 農用地区域
その他の区域

保安林
その他の森林

特別保護地区
その他の区域

特別地区
普通地区

森林計画区森林地域
地域森林計画

農林地域

自然保護地域

自然保護地域
公園計画

図 4-1-24　土地利用計画の概要図
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⑨平成 23 年の実施状況
　平成 23 年上半期における事後届出の件数は 10 件
で、市町別では、福井市 5 件、坂井市 2 件などとなっ
ています。利用目的別ではその他（資産保有など）
が最も多く 4 件で、地目別届出では山林が 9 件と
なっています。

（３）都市計画【都市計画課】
　都市計画は、都市内の限られた土地を建築敷地、
基盤施設用地、緑地等に適正に配置することによ
り、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文
化的な都市生活および機能的な都市活動を確保し
ようとするものです。
　都市計画は、その目的の実現には時間を要するも
のであり、本来的に長期的な見通しをもって定めら
れる必要があることなどから、あらかじめ長期的な
視点に立った都市・地域の将来像やその実現に向け
た大きな道筋（土地利用、市街地整備、自然的環境
の保全等）を示す都市計画マスタープランが策定さ
れています。
　都市計画マスタープランには、都市計画区域 *1

を対象として広域的・根幹的な都市計画に関する
事項を県が定める「整備、開発及び保全の方針（以
下「都市計画区域マスタープラン」*2 という。）」と、
都市計画区域マスタープランに即して、市町域を対
象として地域に密着した都市計画に関する事項を
市町が定める「市町都市計画マスタープラン」*3 が
あり、これらの都市計画マスタープランの適切な役
割分担・相互連携により一体的な都市づくりのビ
ジョンが形成されています。
　福井県においては、人口の減少、少子高齢化、財
政の硬直化、環境問題の顕在化等社会経済情勢が大
きく転換し、これまでの急速に都市が拡大する都市
化の時代から安定・成熟した都市型社会に移行して
いく中、より質の高い生活環境を形成し、都市の賑
わいや潤いを維持・創出していくために、自然環境・
歴史・文化等の地域の個性を守り活かした「魅力的

な都市」、環境・経済・社会的に持続可能な「コン
パクトな都市」を目指して都市づくりを進めていく
ことが、都市計画区域マスタープランの中で示され
ています。
　これら都市計画マスタープランに即して各種都
市計画制度が活用されています。
　例えば、「区域区分」という都市計画の制度があ
ります。これは都市計画区域を、無秩序な市街化を
抑制し、計画的な市街化を図るために、既成市街
地や計画的に市街地整備を促進する「市街化区域」
と農地や里山等からなり市街化を抑制する「市街化
調整区域」に区分するものであり、県内では福井都
市計画区域に適用されています。
　また、「地域地区」という制度では、都市計画区
域内における土地の利用を計画的に行うため、建物
の用途・形態、土地の区画形質の変更などの適正な
制限のもとに、居住環境の保全、商業・工業などの
利便増進、災害・公害の予防など、良好な都市環境
の確保を図るために用途地区等を定めており、県内
都市計画区域を有する 14 市町すべてに適用されて
います。また、その他用途地域を補完する地区とし
て、特別用途地区 *4、防火地域 *5 および風致地区
等を適用することができます。
　さらに、地区レベルでは、地区の特性を活かした
市街地環境の維持・形成を図るために、建築物の用
途や形態および区画道路や公園等の地区施設の配
置・規模等に関するルールを規定し、これに基づい
て開発行為や建築物の建築をコントロール（届出・
勧告）する地区計画を適用することができます。
　この地区計画は、5 市 2 町の 28 地区で適用され
ています。また、都市計画区域が指定されていな
い地域においても、都市計画区域に準じて必要な土
地利用の規制・誘導が行える準都市計画区域 *1 制
度が平成 12 年の法改正により創設され、本県でも
1 地区が指定されています。（数字は、平成 23 年 3
月末時点のもの。）

＊１	都市計画区域：人口や産業が集積している市街地を含み、一体の都市として土地利用コントロール、市街地の整備および自然的環境の保全を図ってい
く区域であり、本県では 11区域が指定されています。

＊２	都市計画区域マスタープラン：すべての都市計画区域で、平成 16年 5月に策定されています。
＊３	市町都市計画マスタープラン：9 市 1町で策定されています。
＊４	特別用途地区：地域の実態に応じてきめ細やかに用途をコントロールするために、用途規制をさらに規制または緩和する制度です。本県では 8市で 14

地区定められています。
＊５	防火地域：市街地における火災の危険を防除するために、防火性能の高い建築物の建築を義務付ける制度です。本県では、防火地域が 4市、準防火地

域が 7市 1町で定められています。
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（１） 衛生環境研究センター【環境政策課】
　衛生環境研究センターでは、大気や河川・湖沼 ･
海域および地下水等の環境汚染の発生や拡大を防
止するため、測定や調査研究を行っています。また、
環境関連技術の開発にも取り組んでいます。

○白色腐朽菌を用いたダイオキシン類低減化に関
する研究（実証化試験）【平成 23 ～ 25 年度】

 ・	毒性が高く難分解性物質のダイオキシン類につ
いて、白色腐朽菌の分解酵素を利用した、低コ
ストで環境負荷の小さな分解処理技術を研究し
ています。

○有機フッ素化合物の実態解明に関する調査研究
　【平成 23 ～ 25 年度】

 ・	難分解性・高蓄積性・有害性が懸念される有機
フッ素化合物について、県内河川における環境
実態・排出源を解明し、健康被害の未然防止に
つなげます。

○有用植物等を用いた湖沼水質浄化に関する研究
【平成 23 ～ 25 年度】

 ・	窒素・りんの吸収能力が高く食用または観賞用
としても有用な植物等を選定し、栽培条件や浄
化能力の検討を行い、三方湖に流入する小河川
等での適用を目指しています。

○安定化の促進と安全な跡地利用のための最終処
分場の分析評価と基礎技術開発

【平成 23 ～ 25 年度】
 ・	埋立が終了した最終処分場の広大な跡地を有効

活用することを目指し、北陸地方の気候特性に
適した安定化促進方法と、安全な跡地利用法を
研究しています。

（２）工業技術センター【地域産業・技術振興課】
　工業技術センターでは、県内産業の活性化に向
け、様々な分野の研究開発を実施しており、環境関
連技術の開発についても取り組んでいます。

○	燃料電池（PEFC）用薄層セパレータの開発
【平成 22 ～ 24 年度】

 ・	炭素繊維織物に表面処理加工等を行うことで金
属と同等の導電性と薄さを持つ、炭素繊維製の
燃料電池用部材（セパレータ）を開発します。

○	大気環境における金属腐食の研究
【平成 23 〜 25 年度】

 ・	環境センサを使った腐食性因子を調査するとと
もに、錆び防止塗料の有効性評価に関する研究
を行います。

7　科学的調査研究と技術開発の推進  ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

白色腐朽菌を用いたダイオキシン類の分解試験

有用植物等を用いた湖沼水質浄化に関する研究
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（３） 雪対策・建設技術研究所【土木管理課】
　雪対策・建設技術研究所では、本県の自然条件お
よび経済社会条件を踏まえ、環境負荷の少ない雪対
策技術や自然との共生、リサイクルの推進に対応し
た建設技術の研究開発を行っています。

○廃石膏ボードおよび副産消石灰、水産系廃棄物を
土質改良材に活用し、工事コストの縮減と現場
発生土の有効利用を図る研究

【平成 19 年度～ 24 年度】
○厚さ２ｃｍの薄層舗装を開発し、舗装補修費のイ

ニシャルコストとランニングコストの縮減を図
る研究　　　　　　　　【平成 20 年度～ 24 年度】

○構造物の支持杭や軟弱地盤改良に間伐材を利用
する浅層地盤改良工法の研究開発

【平成 19 年度～ 24 年度】
 

（４）農業試験場【水田農業経営課】、
	 園芸試験場【園芸畜産課】
　農業試験場および園芸試験場では、化学合成農薬
や化学肥料の使用量を抑えた環境にやさしい農産
物の生産・供給のための研究開発を行っています。

○化学資材を減らしたニンジン省力栽培技術の確立
【平成 21 年度～ 23 年度】

・ニンジン栽培において、緑肥作物等の有機物を活
用した減化学肥料・減農薬栽培技術を確立
○	肥料価格高騰に対応できる土壌蓄積養分活用技

術の開発　　　　　　　【平成 21 年度～ 23 年度】
 ・	水稲栽培において、化学肥料代替だけでなく除

草効果も発揮できる有機質資材を活用した栽培
技術の研究開発

○	農薬使用量を削減する安全・安心なウメ防除技
術の確立　　　　　　　【平成 21 年度～ 25 年度】

 ・	ウメ栽培において、黒星病の防除成分回数およ
び農薬使用量を削減する防除技術体系を確立

○	うどんこ病発生制御のための天敵等活用技術の
開発　　　　　　　　　【平成 22 年度～ 24 年度】

 ・	トマト、イチゴ等の栽培におけるうどんこ病発
生抑制のため、生態系に悪影響を与えない天敵
活用技術を開発

（５） 総合グリーンセンター【県産材活用課】
　総合グリーンセンター林業試験部では、多様な森
林の育成や保護管理技術などの環境関連技術の研
究開発を行っています。

○人工交配による県産無花粉スギの開発
【平成 23 年度～ 28 年度】

 ・	花粉症軽減対策として、県内精英樹と県外無花粉
スギとの人工交配による県産無花粉スギの作出

○	松くい虫抵抗性マツ苗の健全化生産技術の開発
【平成 23 年度～ 25 年度】

 ・	菌根菌を活用して抵抗性マツの母樹を活性化さ
せ良質な松苗の生産量を確保する。

○	シカによる森林被害の実態解明と被害防止対策
の検討　　　　　　　　【平成 22 年度～ 24 年度】

 ・	シカによる森林被害の実態調査や、被害回避手
法等を実証し、防止対策の方向性を検討する。

（６） 若狭湾エネルギー研究センター
【電源地域振興課】

　財団法人若狭湾エネルギー研究センターでは、バ
イオマスエネルギーに関する研究開発や湖沼の水
質浄化に関する研究開発などについても取り組ん
でいます。

人工交配による雄性不稔スギの選抜
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○	バイオ技術による水質浄化研究
【平成 22 年度～平成 26 年度】

 ・	イオン加速器による品種改良による、窒素やリ
ンなどの富栄養化物質を吸収する耐塩性の植物
や微生物の開発

○	バイオマスエネルギー技術開発研究
【平成 22 年度～平成 26 年度】

 ・	木質バイオマスから微生物反応により、エタノー
ルなどのエネルギーを生成する技術の開発

○	活性汚泥からのリン資源回収に用いる微生物の
研究　　　　　　　【平成 21 年度～平成 25 年度】

 ・	下水処理場において排出される余剰汚泥から、
リンを蓄積する微生物を開発
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環境用語解説

－あ行－

　ＩＳＯ 14001
　工業製品の国際規格化を目的とするＩＳＯ（国際標準化
機構）が定めた環境マネジメントシステムの規格。環境方
針や環境側面など 17 項目の要素と付属書から構成されて
います。和訳したものが日本工業規格のＪＩＳ Ｑ 14001
です。

　ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）
　地球温暖化防止問題に対応するため、国連環境計画（Ｕ
ＮＥＰ）と世界気象機関（ＷＨＯ）の共催により、1988
年に設置された国際機関であり、科学的知見の集積や温暖
化の影響予測などの活動を行っています。

　アオコ
　植物プランクトンの一種で、藍藻類の俗称。窒素や燐濃
度の高い富栄養化した湖沼において夏から秋にかけて異常
繁殖し、湖沼の水を緑色に変色させます。
　アオコが発生すると透明度が低下したり、着臭等により
上水道への利用が不適当となったりします。さらに、アオ
コが死滅する際、悪臭を発生するとともに水中の溶存酸素
を奪うため、水産や観光上重大な被害をもたらすこともあ
ります。

　アスベスト
　石綿ともいい、熱や電流の不良導体であり、かつ耐火性
に優れていることから、建築物の耐火材・保温材・吸音材
や自動車用のブレーキ材等として使用されています。しか
し、大量に吸入すると、石綿肺や肺がんなどの健康被害の
原因となることから、大気汚染防止法などで規制されてい
ます。

　硫黄酸化物
　硫黄と酸素の化合したもので、主なものに二酸化硫黄が
あります。ボイラー等で硫黄を含んだ燃料を燃焼すること
によって発生し、人に対しては慢性気管支ぜん息など気道
部に影響を与えるといわれています。

　一酸化炭素
　炭素化合物の不完全燃焼等によって発生し、人の血液中
のヘモグロビンと結びついて体内への酸素補給を阻害し、
ひどいときには窒息に至ります。

　一般廃棄物
　廃棄物処理法において、産業廃棄物以外のものと定義さ
れており、具体的には、ごみ（生活系ごみと事業系ごみに
区分）やし尿などを指します。

　エコ・ツーリズム、グリーン・ツーリズム
　エコ・ツーリズムとは、観光客が森や田園等に説明者と
分け入り、動植物などの自然を観察し、生態系を体感する
観光をいいます。
　グリーン・ツーリズムとは、観光客が農家に宿泊し、地

域の郷土料理、自然、農作業を楽しむ観光をいいます。
　エコ・ツーリズム、グリーン・ツーリズムともに、欧米
で余暇を自然との対話の中から、自己実現として楽しむた
め発展してきた観光形態です。

　ＳＳ（浮遊物質量）
　水中に浮遊している微細な固形物の量をいい、これが大
きいほど水は汚れています。

　オキシダント
　大気中の窒素酸化物や炭化水素などが、強い紫外線を受
け、光化学反応を起こして生成するオゾンやＰＡＮ（パー
オキシアセチルナイトレート）などの総称であり、眼のチ
カチカやのどの痛みなどを引き起こすといわれています。

　オゾン層
　地上 10 ～ 50km 上空の成層圏の中でオゾン濃度の高い
層をいい、太陽光に含まれる紫外線のうち特に生物に有害
な波長の紫外線を吸収しています。

　温室効果
　大気中の二酸化炭素やメタンなどの気体が、太陽光線の
熱を吸収した地表面から放射する赤外線を吸収し、地球を
暖める現象を温室効果といい、こうした効果をもたらす気
体を温室効果ガスといいます。
　温室効果ガスには様々なものがありますが、1997 年 12
月の「地球温暖化防止京都会議」での排出削減対象となっ
たのは、二酸化炭素（ＣＯ 2）、メタン（ＣＨ 4）、亜酸化
窒素（Ｎ 2 Ｏ）、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、パー
フルオロカーボン（ＰＦＣ）、六フッ化硫黄（ＳＦ 6）の 6
物質です。

－か行－

　カドミウム
　四大公害病の一つイタイイタイ病の原因物質とされてお
り、大量に体内に入ると慢性中毒となり、腎尿細管の再吸
収機能が阻害され、カルシウムが失われて骨軟化症を起こ
すといわれています。

　合併処理浄化槽
　し尿と、台所、洗濯、風呂などから排出される生活排水
を同時に処理することができる浄化槽をいいます。

　環境アドバイザー制度
　環境保全についての有識者や環境保全活動の実践者を

「環境アドバイザー」として登録し、公民館、各種団体や
学校等が主催する環境問題に関する学習会、講演会に講師
として派遣、紹介する制度です。

　環境影響評価（環境アセスメント）
　環境に大きな影響を及ぼすおそれがある大規模な開発事
業を行う前に、あらかじめその事業の実施による環境影響
について、調査、予測、評価を行い、その結果に基づき、
その事業の実施に当たり適正な環境配慮をする制度です。
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　環境家計簿
　日常生活において、環境に負荷を与えてしまう行動や環
境によい影響を及ぼす取組みを記録して点数化したり、月
ごとに集計したりして、自分の生活様式を評価するための
方法の一つです。
　例えば、毎月のガス、電気、水道、自動車燃料、ごみの
排出量などを記録し、評価することなどがあります。

　環境基準
　人の健康を保護し、および生活環境を保全する上で維持
することが望ましい基準として、環境基本法第 16 条に基
づき、政府が、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音につ
いて定めることとされています。
　また、ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、政府が
ダイオキシン類による大気汚染、水質汚濁（水底の底質の
汚染を含む。）および土壌汚染について定めることとされ
ています。
　従って、工場等を規制するための排出基準とは性格が異
なります。

　環境基本法
　環境の保全について、基本理念を定め、また国・地方公
共団体・事業者・国民の責務を明らかにするとともに、国
の環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めたもの
で、いわば、環境の憲法です。
　平成 5 年 11 月に制定されました。

　環境ホルモン
　環境ホルモンは、正式には、「外因性内分泌撹乱化学物
質」といい、「動物の生体内に取り込まれた場合に、本来、
その生体内で営まれている正常なホルモン作用に影響を与
える外因性の化学物質」と定義されています。
　環境ホルモンのおそれのある化学物質として、ビスフェ
ノールＡ（ポリカーボネート樹脂などの原料）、ノニルフェ
ノール（界面活性剤などの原料）、トリブチルスズ（船底
塗料などに利用する防汚剤）などがあります。

　環境マネジメント
　事業体の経営方針の中に、環境方針を取り入れ、その環
境方針に基づいて計画を立て、実施していくという事業活
動の展開をいいます。その目的は、事業活動そのものや製
品またはサービスによる環境負荷および環境リスクを低減
し、その発生を防止するための行動を継続的に改善してい
くことにあります。

　環境マネジメントシステム
　自主的に環境保全に関する取組みを進めるに当たり、環
境に関する方針や目標を自ら設定し、これらの達成に向け
て継続的に取り組むための体制や手続などをいいます。環
境マネジメントシステムの仕様を定めた国際規格として、
ＩＳＯ 14001 があります。

　公害
　環境基本法において、「環境の保全上の支障のうち、事
業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる
大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤
の沈下及び悪臭によって、人の健康または生活環境に係る

被害が生ずること」と定義されており、これら７種類の公
害は、一般に「典型７公害」と呼ばれています。

　公害防止協定
　公害防止の一手法して地方公共団体または住民と企業と
の間で締結される協定をいいます。
　公害防止協定は、地域に応じた公害防止の目標値の設定
や具体的な公害対策の明示ができるなど、法令に基づく規
制を補完する性格があります。

　公共用水域
　河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供され
る水域およびこれに接続する公共溝渠、かんがい用水路そ
の他公共の用に供される水路のことをいいます。

　光化学スモッグ
　大気中の窒素酸化物や炭化水素などが太陽光線中の紫外
線を受けて二次的に新たな汚染物質が生成する現象をい
い、夏の日差しが強く、風が弱い日に特に発生しやすい傾
向があります。光化学スモックが発生すると、眼がチカチ
カする、のどが痛む、胸が苦しくなるなどのほか、植物の
葉などに可視被害が出ることが知られています。

－さ行－

　里地里山（さとちさとやま）
　田園地帯などで人家が集まって小集落をなしていると
ころや人里近くにある生活に結びついた山のことをいい、
人々の安らぎやうるおい、生物の多様性や環境学習などの
観点から、その価値が見直されています。

　酸性雨（湿性大気汚染）
　雨は、もともと空気中の二酸化炭素を吸収するため弱い
酸性ですが、酸性雨とは、化石燃料等の燃焼に伴い発生す
る硫黄酸化物や窒素酸化物を取り込むことによって、より
強い酸性に変化した雨のことをいいます。
　酸性雨は、1960 年代から北米やヨーロッパで湖沼や森
林等の生態系あるいは遺跡等の建造物などに大きな影響を
及ぼすとして、問題化してきました。
　なお、酸性の強さはｐＨ（ピーエッチ）で表し、ｐＨが
低いほど酸性の度合いが大きいことを示します。

　産業廃棄物
　事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、
廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他につい
て廃棄物処理法で定められています。

　ＣＯＤ（化学的酸素要求量）
　水中の有機物を酸化剤で化学的に分解した際に消費さ
れる酸素量で、湖沼、海域の有機汚濁を測る代表的な指標
です。ＣＯＤが大きいほど、汚濁が進んでいることになり
ます。

　地盤沈下
　地下水の過剰揚水によって帯水層の水位が低下し、粘土
層の間隙水が帯水層に排出され、その結果、粘土層が圧密
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収縮を起こし、地表面が広い範囲にわたって徐々に沈下し
ていく現象です。地盤沈下の進行は緩慢で確認しにくく、
また、いったん沈下するとほとんど復元は不可能だといわ
れています。

　新エネルギー
　「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（新エ
ネ法）」において、石油代替エネルギーであり、経済性の
面から普及が十分でなく、その導入促進を図ることが特に
必要なものと定義されており、太陽光発電、風力発電、バ
イオマス燃料製造、地熱発電などがその代表です。

　３Ｒ（スリーアール）
　廃棄物の発生抑制（Reduce：リデュース）、再利用（Reuse：
リユース）、再資源化（Recycle：リサイクル）の頭文字を
とった言葉です。資源の消費を抑制し、環境への負荷を低
減する循環型社会を構築する手段です。

　生物多様性
　①地域ごとにさまざまな生態系があること、②いろいろ
な種の生物が生息・生育していること、③同じ種でも遺伝
子のレベルで何通りもの違いがあることを示す言葉です。

　生態系
　生物（有機物）と生物を取り巻く非生物的な環境（無機物）
が互いに影響を及ぼしながら、太陽の光と水から生命（エ
ネルギー）の循環を作りだすシステムのことで、身近には、
森林、草原、湿原、湖、河川、海岸など小規模なまとまり
のある地域に存在しています。

－た行－

　ダイオキシン
　ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキ
シン（ＰＣＤＤ）類、ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）
類およびコプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣ
Ｂ）類の総称をいいます。

　大気汚染常時監視テレメータシステム
　自動測定機で連続測定した大気汚染物質の濃度等のデー
タを、無線や専用電話回線を利用して中央監視局に送信す
ることにより、集中的に管理するシステムです。

　炭化水素（ＨＣ）
　メタンを除く炭化水素（「非メタン炭化水素」という。）
は、光化学オキシダントの原因物質の一つと考えられてお
り、自動車、塗装工場、有機溶剤使用工場やガソリンスタ
ンドなど、種々の発生源から排出されています。

　地球温暖化
　地球の温度は、太陽からの日射エネルギーと、地球から
放出される熱放射とのバランスによって定まります。加熱
された地表面は赤外線を放射しますが、大気中には赤外線
を吸収する「温室効果ガス」があり、地表面からの放射熱
を吸収します。

　二酸化炭素など温室効果ガスの濃度増加により、平均気
温が上昇する現象をいいます。

　窒素酸化物
　窒素と酸素が結合した化合物で、一酸化窒素や二酸化窒
素があり、ボイラーや自動車等から排出される代表的な大
気汚染物質の一つです。
　呼吸器系疾患の原因物質の一つとされています。

　中間処理
　埋め立て等の最終処分に対して、焼却や破砕等を中間処
理といいます。

－な行－

　ナチュラリスト・ナチュラリストリーダー
　一般には、自然に関心を持って積極的に自然に親しむ人
や自然の動植物を観察・研究する人のことを指しますが、
県ではこれらの人を「ナチュラリスト」として登録するこ
とにより、本県の優れた自然環境を県民の方が守り育てて
いこうとする活動を支援しています。
　また、ナチュラリストのうち観察会の指導員として活動
する人を「ナチュラリストリーダー」として登録しています。

　二酸化硫黄（ＳＯ 2）
　燃料中の硫黄分は燃焼すると、ほとんど二酸化硫黄とし
て排出されます。二酸化硫黄は無色で刺激臭のある気体で、
粘膜質、特に気道に対する強い刺激作用があります。

　二酸化窒素（ＮＯ 2）
　燃料中の窒素分や空気中の窒素が酸化されて生成する、
赤褐色で刺激性の気体です。

－は行－

　廃棄物最終処分場
　廃プラスチック類やゴムくずなどを処分できる「安定
型」、安定型に処分できる 5 品目以外の廃棄物で有害物を
含まないものを処分できる「管理型」、有害なものも処分
できる「遮断型」の 3 種に分類されます。
　なお、本県には、遮断型の最終処分場はありません。

　ハイブリッド自動車
　複数の動力源を持つ自動車を意味しますが、ガソリンエ
ンジンとモーターで走るものが一般的です。

　ＰＲＴＲ法
　「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改
善の促進に関する法律」の通称で、ＰＲＴＲは、環境汚
染物質排出・移動登録（Pollutant Release and Transfer 
Register）の略です。
　有害性のある化学物質の環境への排出量を把握すること
などにより、化学物質を取り扱う事業者の自主的な管理の
改善を促進し、化学物質による環境の保全上の支障が生ず
ることを未然に防止することを目的とする法律です。
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　ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）
　水中の有機物が微生物の働きによって分解されるときに
消費される酸素量で、河川の有機汚濁を測る代表的な指標
です。BOD が大きいほど、河川の汚濁が進んでいること
になります。

　ビオトープ
　「野生生物の生息空間、生物の回廊」などと訳され、多
種類の動物・植物が一つの生態系を構成し、共同体として
生息・成育できるあるまとまりを持った環境を意味します。
原語はドイツ語です。

　砒素
　金属と非金属との中間的性質を持つ元素であり、化合物
は毒性が強いです。
　自然界にあっては、主として、銅・鉄・水銀・ニッケル
などの鉱物と共存し、自然水中に溶出することがあり、地
下水に溶出した場合、その汚染が問題となるケースがあり
ます。平均的な含有量は、海水中で 2.3 μ g/ℓ、地殻中
で 0.5mg/g です。

　ｐＨ（水素イオン濃度指数）
　水質の酸性やアルカリ性を示す指標であり、ｐＨ 7 は中
性、それ以上はアルカリ性、それ以下は酸性を意味します。

　フォレストサポーター・ジュニアフォレストサポーター
　フォレストサポーターは、県が認定する、県民や児童生
徒への森林・林業に関する知識の普及や森林の案内、野外
活動等のボランティア活動の指導者のことです。
　また、ジュニアフォレストサポーターは、小・中・高・
大学生を対象に県が認定している、森林・林業に対する高
い意識と知識を身につけたボランティア活動のリーダーの
ことです。

　富栄養化
　窒素・燐を含む物質が湖沼等の閉鎖性水域に流入し、プ
ランクトン等水生生物が増殖することに伴ってその水質が
悪化する現象をいいます。

　浮遊粒子状物質
　浮遊粉じんのうち、10 μ m 以下の粒子状物質のことを
いい、ボイラーやディーゼル自動車の排ガス等から発生し、
気道や肺に沈着して人体に悪影響を与えるといわれていま
す。

　フロン
　ふっ素と炭素等からなる化合物で、クロロフルオロカー
ボン（ＣＦＣ）、ハイドロクロロフルオロカーボン（ＨＣ
ＦＣ）などがあります。オゾン層を破壊する原因物質の 1
つとされており、破壊する程度の強いフロンは生産が全廃
されています。
　主に、冷蔵庫やカーエアコン等の冷媒、精密機械等の洗
浄剤、エアゾール製品の噴射剤などに使用されてきました。

閉鎖性水域
　湖や湾など、その形状から水の循環が悪い水域のことを
いい、水質の悪化を来たしやすい傾向にあります。

－ま行－

　マニフェスト制度（産業廃棄物管理票制度）
　産業廃棄物の排出事業者は、その収集運搬または処分を
他人に委託する場合には、必要事項を記載した産業廃棄物
管理票（マニフェスト）を交付しなければなりません。こ
の産業廃棄物管理票制度とは、産業廃棄物の処理の各工程

（収集運搬、中間処理等）ごとに終了の報告を受けていく
ことで、委託した産業廃棄物が適正に処理されたことを排
出事業者が確認する制度です。排出事業者は、最終処分の
終了を確認するまで、自らが排出した産業廃棄物について
その処理の責任を負うことになります。

－や行－

　有害大気汚染物質
　低濃度であっても長期的な摂取により健康影響が生ずる
おそれのある物質のことをいい、該当する可能性のある物
質として 234 種類、そのうち特に優先的に対策に取り組む
べき物質（優先取組物質）としてトリクロロエチレン等
22 種類がリストアップされています。

－ら行－

　ラムサール条約・ラムサール条約登録湿地
　湿地の保護と利用管理を目的とした国際湿地条約で、正
式名称を「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に
関する条約」といい、1971 年（昭和 46 年）イランのカス
ピ海沿岸の都市ラムサールで採択されました。
　条約では国際的に重要な湿地をラムサール条約湿地とし
て登録し、その湿地の保全・再生と賢明な利用（wise　
use）を進めていくことが求められています。

　冷媒
　冷凍機や冷房機内を循環して、圧縮による液化・放熱、
気化・吸熱を繰り返し、冷却するための媒体として用いら
れる物質で、アンモニアやフロンなどがあります。



148

■資料編目次

1	 環境行政全般
	 表１－１	 福井県環境基本条例	 ………………………………………………………………………………… 	 1
	 表１－２	 福井県環境審議会委員名簿	 …………………………………………………………………………	 4
	 表１－３	 福井県公害審査会委員名簿	 ………………………………………………………………………… 	 5
	 表１－４	 市町環境行政組織	 ……………………………………………………………………………………	  6
	 表１－５	 市町環境保全関係条例	 ………………………………………………………………………………	 6
	 表１－６	 市町環境基本計画の策定状況	 ………………………………………………………………………	 7

2  	 大気関係資料
	 表２－１－１	 大気汚染に係る環境基準	 …………………………………………………………………………… 	 8
	 表２－１－２	 環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値	 ………… 	 8
	 表２－２　　　	 大気汚染防止法に定めるばい煙発生施設	 …………………………………………………………	 9
	 表２－３－１　	 大気汚染防止法に定める一般粉じん発生施設	 ……………………………………………………	 10
	 表２－３－２　	 大気汚染防止法に定める特定粉じん発生施設	 ……………………………………………………	 10
	 表２－３－３　	 大気汚染防止法に定める特定粉じん排出等作業	 …………………………………………………	 10
	 表２－３－４　	 大気汚染防止法に定める揮発性有機化合物排出施設	 ……………………………………………	 10
	 表２－４－１　	 福井県公害防止条例に定めるばい煙に係る特定施設	 ……………………………………………	 11
	 表２－４－２　	 福井県公害防止条例に定める炭化水素類に係る特定施設	 ………………………………………	 12
	 表２－４－３　	 福井県公害防止条例に定める特定工場（燃料使用量関係）	 ……………………………………	 12
	 表２－５　　　	 福井県アスベストによる健康被害の防止に関する条例で定めるアスベスト発生施設	 ………	 12
	 表２－６　　　	 大気汚染常時監視測定局の整備状況	 ………………………………………………………………	 13
	 表２－７	 二酸化硫黄の測定結果（一般環境大気測定局）	 ………………………………………………… 	14
	 表２－８－１	 一酸化窒素、二酸化窒素および窒素酸化物の測定結果（一般環境大気測定局）	 ……………	 15
	 表２－８－２	 一酸化窒素、二酸化窒素および窒素酸化物の測定結果（自動車排出ガス測定局）	 …………	 15
	 表２－９－１	 浮遊粒子状物質の測定結果（一般環境大気測定局）	 ……………………………………………	 16
	 表２－９－２	 浮遊粒子状物質の測定結果（自動車排出ガス測定局）	 …………………………………………	 16
	 表２－９－３	 微小粒子状物質の測定結果（一般環境大気測定局）	 ……………………………………………	 16
	 表２－ 10－１	 一酸化炭素の測定結果（一般環境大気測定局）	 ………………………………………………… 	17
	 表２－ 10－２	 一酸化炭素の測定結果（自動車排出ガス測定局）	 ………………………………………………	 17
	 表２－ 11－１	 光化学オキシダントの測定結果（一般環境大気測定局）	 ……………………………………… 	18
	 表２－ 11－２	 光化学オキシダントの測定結果（自動車排出ガス測定局）	 …………………………………… 	18
	 表２－ 12－１	 非メタン炭化水素、メタンおよび全炭化水素の測定結果（一般環境大気測定局）	 ………… 	19
	 表２－ 12－２	 非メタン炭化水素、メタンおよび全炭化水素の測定結果（自動車排出ガス測定局）	 ……… 	19
	 表２－ 13－１	 ばい煙発生施設市町別届出状況（大気汚染防止法）	 …………………………………………… 	20
	 表２－ 13－２	 ばい煙発生施設市町別届出状況（電気事業法・ガス事業法）	 ………………………………… 	21
	 表２－ 14	 一般粉じん発生施設届出状況（大気汚染防止法）	 ……………………………………………… 	21
	 表２－ 15	 一般粉じん発生施設届出状況（電気事業法・ガス事業法）	 …………………………………… 	21

資 料 編 目 次

平成 23年度版環境白書では、本編冊子には、資料編を掲載しておりません。
下記の資料編データは、「みどりネット」ホームページに掲載しますので、こちらをご覧ください。
URL　http://www.erc.pref.fukui.jp/
また、資料編の冊子を御希望の方は、環境政策課まで御連絡ください。



149

資料編目次■

	 表２－ 16	 揮発性有機化合物排出施設届出状況（大気汚染防止法）	 ……………………………………… 	21
	 表２－ 17　　　有害大気汚染物質の測定結果　	……………………………………………………………………… 	22

3  	 水質関係資料
	 表３－１	 人の健康の保護に関する環境基準	 …………………………………………………………………	 23
	 表３－２　　　	 生活環境の保全に関する環境基準	 …………………………………………………………………	 24
	 表３－３　　　	 要監視項目および指針値　	……………………………………………………………………………	 29
	 表３－４　　　	 水質汚濁防止法に定める特定施設　	…………………………………………………………………	 31
	 表３－５　　　	 水質汚濁防止法に基づく一律排水基準　	……………………………………………………………	 32
	 表３－６　　　	 水質汚濁防止法に基づく上乗せ排水基準設定状況　	………………………………………………	 34
	 表３－７　　　	 福井県公害防止条例に定める汚水および廃液に係る特定施設　	…………………………………	 35
	 表３－８　　　	 福井県公害防止条例に定める特定工場（排水量関係）	 …………………………………………	 35
	 表３－９　　　	 湖沼の富栄養化防止に関する工場・事業場排水指導要綱　	………………………………………	 35
	 表３－ 10　　　	九頭竜川水域（本川）の水質測定地点と測定結果　	………………………………………………	 36
	 表３－ 11　　　	九頭竜川水域（支派川）の水質測定地点と測定結果　	……………………………………………	 37
	 表３－ 12　　　	笙の川・井の口川水域の水質測定地点と測定結果	　………………………………………………	 38
	 表３－ 13　　　	耳川水域の水質測定地点と測定結果	　………………………………………………………………	 39
	 表３－ 14　　　	北川・南川水域の水質測定地点と測定結果	　………………………………………………………	 40
	 表３－ 15　　　	北潟湖水域の水質測定地点と測定結果　	……………………………………………………………	 41
	 表３－ 16　　　	三方五湖水域の水質測定地点と測定結果　	…………………………………………………………	 42
	 表３－ 17　　　	九頭竜川地先海域の水質測定地点と測定結果　	……………………………………………………	 43
	 表３－ 18　　　	越前加賀海岸地先海域の水質測定地点と測定結果　	………………………………………………	 44
	 表３－ 19　　　	敦賀湾海域の水質測定地点と測定結果　	……………………………………………………………	 45
	 表３－ 20　　　	小浜湾海域の水質測定地点と測定結果　	……………………………………………………………	 46
	 表３－ 21　　　	若狭湾東部海域の水質測定地点と測定結果　	………………………………………………………	 47
	 表３－ 22　　　	世久見湾・矢代湾・内浦湾海域の水質測定地点と測定結果　	……………………………………	 48
	 表３－ 23－１　	海水浴場水質判定基準　	………………………………………………………………………………	 49
	 表３－ 23－２　	海水浴場の水質検査結果　	……………………………………………………………………………	 49
	 表３－ 23－３　	海水浴場の水質検査結果　	……………………………………………………………………………	 49
	 表３－ 24－１　	水生生物調査結果　	……………………………………………………………………………………	 50
	 表３－ 24－２　	水生生物調査団体と参加人数　	………………………………………………………………………	 51
	 図３－ 24－３　	水生生物調査地点概況図　	……………………………………………………………………………	 51
	 表３－ 25　　　	特定事業場市町別届出状況（水質汚濁防止法）	 …………………………………………………	 52
	 表３－ 26　　　	発電所設置状況　	………………………………………………………………………………………	 56
	 表３－ 27　　　	断面図での温排水の厚さ、最大到達距離および水平分布でのｔ℃以上の表層拡散面積（At）	………	 57
	 図３－ 28　　　	九頭竜川流域下水道計画図	 …………………………………………………………………………	 58
	 表３－ 29　　　	福井県の公共下水道の現況	 …………………………………………………………………………	 59
	 表３－ 30　　　	浄化槽設置届出基数（人槽別）	 …………………………………………………………………… 	61
	 表３－ 31　　　	年度別し尿処理状況	 …………………………………………………………………………………	 62
	 表３－ 32　　　	農業集落排水事業実施状況	 …………………………………………………………………………	 63
	 表３－ 33　　　	漁業集落排水施設の整備状況	 ………………………………………………………………………	 64
	 表３－ 34　　　	林業集落排水施設の整備状況	 ………………………………………………………………………	 64

4  	 地下水・土壌・地盤関係資料
	 表４－１　　　	 地下水の水質汚濁に係る環境基準	 …………………………………………………………………	 65
	 表４－２　　　	 要監視項目および指針値（地下水）	 ………………………………………………………………	 66
	 表４－３　　　	 概況調査の結果	 ………………………………………………………………………………………	 67



150

■資料編目次

	 表４－４　　　	 汚染井戸周辺地区調査の結果	 ………………………………………………………………………	 68
	 表４－５　　　	 継続監視調査の結果	 …………………………………………………………………………………	 69
	 表４－６　　　	 汚染状況詳細調査の結果	 ……………………………………………………………………………	 70
	 表４－７　　　	 土壌の汚染に係る環境基準	 …………………………………………………………………………	 71
	 表４－８　　　	 土壌汚染対策法に基づく特定有害物質および区域の指定に係る基準	 …………………………	 72
	 表４－９－１　	 観測井における地下水位の経年変化	 ………………………………………………………………	 73
	 表４－９－２　	 観測井における経年沈下量	 …………………………………………………………………………	 73
	 表４－ 10－１　	福井平野における水準測量結果	 ……………………………………………………………………	 74
	 表４－ 10－２　	福井平野水準測量路線図	 ……………………………………………………………………………	 76

5	 化学物質関係資料
	 表５－１　　　	 ダイオキシン類に係る環境基準	 ……………………………………………………………………	 77
	 表５－２　　　	 ダイオキシン類対策特別措置法に定める大気基準適用施設	 ……………………………………	 77
	 表５－３　　　	 ダイオキシン類対策特別措置法に基づく大気排出基準	 …………………………………………	 77
	 表５－４　　　	 ダイオキシン類対策特別措置法に定める水質基準適用施設と水質排出基準	 …………………	 78
	 表５－５　　　	 特定施設届出状況（ダイオキシン類対策特別措置法）	 ………………………………………… 	79
	 表５－６－１　	 国が取りまとめ公表したダイオキシン類調査結果	 ………………………………………………	 80
	 表５－６－２　	 ダイオキシン類測定結果	 ……………………………………………………………………………	 81
	 表５－７　　　	 ＰＲＴＲ法に基づく市町別届出集計結果	 …………………………………………………………	 84

6	 騒音・振動・悪臭関係資料
	 表６－１－１　	 一般地域に係る騒音の環境基準	 ……………………………………………………………………	 85
	 表６－１－２　	 道路に面する地域に係る騒音の環境基準	 …………………………………………………………	 85
	 表６－１－３　	 新幹線鉄道騒音に係る環境基準	 ……………………………………………………………………	 86
	 表６－２　　　	 騒音規制法に定める自動車騒音の要請限度	 ………………………………………………………	 87
	 表６－３　　　	 騒音規制法に定める特定工場等から発生する騒音の規制基準	 …………………………………	 87
	 表６－４　　　	 騒音規制法に定める特定建設作業に伴って発生する騒音の規制基準	 …………………………	 88
	 表６－５　　　	 福井県公害防止条例に定める特定工場に係る騒音の規制基準	 …………………………………	 89
	 表６－６　　　	 福井県公害防止条例に定める深夜における騒音の規制基準	 ……………………………………	 89
	 表６－７　　　	 振動規制法に定める道路交通振動の要請限度	 ……………………………………………………	 90
	 表６－８　　　	 振動規制法に定める特定工場等から発生する振動の規制基準	 …………………………………	 90
	 表６－９　　　	 振動規制法に定める特定建設作業に伴って発生する振動の規制基準	 …………………………	 91
	 表６－ 10　　　	自動車交通騒音測定結果	 ……………………………………………………………………………	 92
	 表６－ 11　　　	特定工場等および特定施設市町別届出状況（騒音規制法）	 ……………………………………	 93
	 表６－ 12　　　	特定建設作業市町別届出状況（騒音規制法）	 ……………………………………………………	 93
	 表６－ 13　　　	特定工場等および特定施設市町別届出状況（振動規制法）	 ……………………………………	 94
	 表６－ 14　　　	特定建設作業市町別届出状況（振動規制法）	 ……………………………………………………	 94
	 表６－ 15　　　	悪臭防止法に基づく規制基準	 ………………………………………………………………………	 95
	 表６－ 16　　　	福井県公害防止条例に定める特定施設に係る悪臭の規制基準	 …………………………………	 95
	 表６－ 17　　　	悪臭に係る特定施設市町別届出状況（福井県公害防止条例）	 …………………………………	 96

7	 公害苦情関係資料
	 表７－１　　　	 公害の種類別・発生源別苦情件数	 …………………………………………………………………	 97
	 表７－２　　　	 市町別公害苦情件数	 …………………………………………………………………………………	 98



151

資料編目次■

8	 環境影響評価関係資料
	 表８－１	 福井県環境影響評価条例の対象事業	 ………………………………………………………………	 99
	 図８－２	 福井県環境影響評価条例の手続の流れ	 ……………………………………………………………	100

9	 その他資料
	 表９－１	 福井県環境アドバイザー名簿	 ………………………………………………………………………	101
	 表９－２	 公害防止協定等の締結状況	 …………………………………………………………………………	102
	 表９－３	 市町における公害防止協定等の締結状況	 …………………………………………………………	104 
	 表９－４	 市町公害防止融資（助成）制度	 ……………………………………………………………………	104
	 表９－５	 県内各市町の都市計画区域内人口の一人当たり都市公園面積	 …………………………………	105
	 表９－６	 緑化に関する行事の実施状況	 ………………………………………………………………………	106
	 図９－７	 ごみ処理の状況	 ………………………………………………………………………………………	108
	 表９－８	 年度別ごみ処理状況	 …………………………………………………………………………………	109
	 表９－９	 福井県グリーン購入調達実績	 ………………………………………………………………………	110




